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膀生体信号を感受するレスキューロボットを活用した被災者発見方法の開発
　大規模災害の後、瓦礫内部などに閉じ込められた生存者を迅速に発見する技術の開発
は、救命率向上の為に必須である。ロボットは、瓦礫空隙に侵入し、情報収集する有力な
手段である。阪神淡路大震災を機に集結したロボット学者による、レスキューロボット開
発の推進活動は、2002年には非営利活動法人・国際レスキューシステム研究機構に発展し、
文部科学省「大都市大震災軽減化特別プロジェクト・レスキューロボット等次世代防災基
盤技術の開発」の推進母体となっている。これまでに開発されたレスキューロボットは、
画像のみならず、生存者の声・体温・CO2・運動・肌色・人体形状など生体信号を感受し、
これらの情報を救助者に送信することが出来る。現在のところ、感度の点では、総じて救
助犬には及ばない。一方、認知科学・情報科学・ヴァーチャルリアリティ研究等の分野で
は、生物が曖昧な状況の中から高感度に選択的情報を感受・解析する能力を、工学的に再
現する努力が払われている。これら分野の成果を応用することにより、レスキューロボッ
トの送信する情報内容を向上させる余地は大きい。救助犬・人間・パワーショベル等複数
の方法論の利点を適宜生かした救助体制の、一貫として有効に機能するレスキューロボッ
トを開発する事は、大規模災害時の人的被害を軽減するため重要な課題である。
情報通信分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  9
膀半導体微細化の主役に躍り出る不揮発性メモリ
　情報家電向けに、半導体の微細化技術を牽引するデバイスが台頭しつつある。今年９月
に開催された固体素子および材料に関する国際会議でも、東芝により半導体不揮発性メモ
リの製品ロードマップが示された。その中で、2004年の 90nm世代（２Gbit/ チップ）か
ら 2008年の 40nm世代（16Gbit/ チップ）まで、最小加工線幅を４年間で半分以下とする
スケジュールが示された。一方、韓国サムスンも同じく９月に 60nm世代（８Gbit/ チッ
プ）での不揮発性メモリの開発をプレス・リリースしている。かつて、パソコン向けに
DRAMの微細化と容量拡大の開発競争が展開されたが、現在では携帯電話をはじめとす
る家電向けに不揮発性メモリで同様の開発競争が繰り広げられている。
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自然科学3部門の受賞者決まる　　　　　̶̶ 6
　2004年ノーベル生理学・医学賞、物理学賞、化学賞が、各々 10月４～６日にかけて発
表された。生理学・医学賞は「臭いの受容体と嗅覚システム」を解明する先導的研究によ
り、米国コロンビア大学のRichard Axel 教授とフレッド・ハンチントンがん研究センタ
ーのLinda B. Buck 博士、物理学賞は「強い相互作用の理論における漸近的自由の発見」
により、カリフォルニア大学サンタバーバラ校のDavid J. Gross 教授、カリフォルニア工
科大学のH. David Politzer 教授、マサチューセッツ工科大学のFrank Wilczek教授、化学
賞は「ユビキチンが仲介するタンパク質分解の発見」に対して、テクニオン・イスラエル
工科大学のAaron Ciechanover 教授、Avram Hershko 教授、米国カリフォルニア大学の
Irwin Rose 博士が各々受賞した。
特別記事
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環境分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  10
膀難燃剤の人体への影響研究の動向
　プラスチックなどに用いられている難燃剤であるポリ臭化ジフェニルエーテル（PBDE）
やポリ臭化ビフェニール（PBB）が、どのように人体に対して影響を及ぼしているかにつ
いての研究が我が国でも環境研究を始め各国で進められているが、今回米国のグループに
よって、米国の動物由来のほとんどの食料はPBDEに汚染されており、米国やヨーロッ
パにおける堆積物やヒトの血液及び母乳にも存在しているという報告があった。
　ヨーロッパでも同様な報告がされている。スウェーデンのカロリンスカ研究所の調査に
よると、母乳に含まれるPBDE量はここ数年で急増しており、またドイツの一般家庭で
採取されたほこりからもPBDEが検出されている。
　難燃剤は人体に対して有害であるということから、従来使用していた電気製品の筐体な
どには代替品や有害度の低い物質を使用するようになった。しかしその結果、物が燃えや
すくなることや、火災が起きた場合犠牲者が増えることが懸念されている。安全・安心の
社会のためには、人体への影響が少ない難燃剤の開発が急務である。
ナノテク・材料分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  10
膀持ち運びのできる小さなNMR装置
　NMR（Nuclear Magnetic Resonance：核磁気共鳴）は、有機化合物等を扱う研究におい
て頻繁に用いられる分析手段であり、これを医療に応用したMRI（Magnetic Resonance 
Imaging）も数多くの医療機関で用いられている。NMRやMRIは、大きな磁場が必要で
非常に大きな装置であるため、持ち運ぶことができなかった。米国カリフォルニア工科
大学のD.P.Weitekamp教授らは、検出方法を電磁波ではなく微小な振動に変えた新しい
NMR測定方法を発表し（Proceedings of the National Academy of Science, vol.101, p.12804
（2004））、これをブーメラン（BOOMERANG）と名付け、ポータブル型の小さなNMR装
置の試作機を公開した。この方法では、１滴の液体や数十μmの塵のような極めて少量の
試料でも測定が可能である。
エネルギー分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  11
膀欧米の潮流タービン発電技術開発の動向
　これまで、潮流の力をエネルギーとして利用する動きは、風、太陽、地熱などの力を利
用する動きに比べて、非常に小さいものであったが、最近、欧米で、景観を含めた環境へ
の影響が少ない川底設置型や水中浮遊型の旋回式潮流タービン発電技術が脚光を浴びつつ
ある。米国の会社は、ニューヨークイースト川の川底に旋回式潮流タービン装置６台を設
置、約 200kW（１台あたり約 33kW）の電力を供給するプロジェクトを 2004 年９月から
開始した。計画がうまくいくと、潮流タービン 200～ 300 台（6,600 ～ 9,900kW）を川に
沿って設置していく予定である。欧州では、英国北デボン海岸とノルウェーのハンメルフ
ェスト海岸に、１台あたり出力が上記よりやや大きい川底設置型潮流発電装置（300kW）
が設置され、実証試験が進んでいる。特に、英国は、水中浮遊型の旋回式潮流タービン発
電技術開発もすすめており、官民挙げて潮流エネルギー利用技術開発に力を入れている。
日本では、徳島大学が鳴門海峡で、日本大学が来島海峡で水車型の潮流発電試験を実施し
た例があるが、大きな研究テーマにはなっていない。今後、再生可能エネルギーのひとつ
として、欧米の上記プロジェクトの展開が注目される。
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製造技術分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  12
膀単層カーボンナノチューブの実用形状への製造技術
　カーボンナノチューブの製造技術に関する研究が盛んであり、論文発表数も世界的に増
加傾向が続いている。最近も、単層の純粋なカーボンナノチューブに関して、実用に近づ
く製造技術として、シリコン基板上に形成した４cm以上の長尺のカーボンナノチューブ、
紙漉きのような方法で作製した均一で曲げられる透明導電性フィルム、紡績技術できちん
と整列させた市販の繊維より10倍も強いファイバー、などの発表が注目されている。
フロンティア分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  12
膀重力場観測衛星GRACEによる水の広域移動観測
　米国航空宇宙局（NASA）の重力場観測衛星GRACEの観測データにより、地球重力場
の変動を精密に測定することでグローバルな水循環など気候変化に関連する水の広域的な
移動を効果的に観測できることが初めて実証された。従来の地上観測ではごく限られた空
間スケールでしか変動を研究することができなかった。京都大学大学院理学研究科の福田
洋一助教授は、今回の結果が出たことで、衛星による重力場の観測がグローバル水循環研
究に有効であることはもはや疑いようがない、とコメントしている。今後、水循環に関連
する研究を推進する上で、衛星重力ミッションにより取得された大規模な観測データの有
効活用が期待される。
個人に着目した健康増進活動を　　　
̶̶ 14支援する情報システム
　我が国の疾病構造における生活習慣病の比重が、一層、高まりつつあるが、医療費をは
じめとする社会的コストを抑制するには従来にも増して予防（健康増進）が必要である。 
一般に健康増進活動では医療消費者自身の主体的な取組みが求められるが、特に生活習慣
病ではそれは顕著である。しかし個人が永年培ってきた生活習慣を改善し、それを維持す
ることは容易でなく、外部からの適切な支援が望まれる。しかもその支援は単なる精神論
ではなく、科学的根拠に基づいた合理性がなくてはならない。そのためには個人ごとの健
康状態を客観的に把握し、リスクを予測した後、適切な行動がとれることが求められるが、
この一連のプロセスの基礎となるのは情報である。
　このような状況に対し、情報を個人単位で扱うことができる ITの特性を活かして、さ
まざまな情報システムが現れている。まず個人のライフステージに対して時間的、空間的
に分断されて発生する健康診断情報の収集と集約化を促進する情報システムがある。収集
した個人の健康診断情報から疾患の発症リスクを予測するシステムも整備が始まり、さら
に把握されたリスクに沿って個人の健康増進活動を１対１の形で支援するシステムも実現
されつつある。
　米国と同様、我が国でも個人の健康増進活動は、今後さらに重要性が高まると考えられ
るが、健康増進活動に対する経済的効果が十分には解明されていないこともあり、まだ量、
質共に十分にサービスが広まっているわけではない。その一方で経済的効果を検証するに
は、実証のためのデータが必要であり、そのためにはある程度のサービスの広がりが求め
られる。このようなジレンマを打破するには、先駆的にサービスを試行実施し、そこで得
られた成果を広く展開していくことが現実的である。そこに情報システムを導入すること
により、個人毎に発生するデータを効率的に収集することが促進され、また関連研究で得
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オゾン層の現状とオゾン層研究　　　̶̶ 21
　フロン等から放出された成層圏中の塩素濃度は、20世紀後半に急速に増加したが、規
制の効果が現れ、今世紀始めにはゆっくりと減少し始めた。今世紀半ばまでには 1980 年
当時のレベルに戻る予定である。従って、成層圏オゾン層はゆっくりと回復に向かい、今
世紀半ばまでには相当回復することが期待されている。
　フロン等の規制物質以外にも成層圏オゾン濃度に影響を及ぼす「その他の要因」はいく
つか存在する。温室効果ガスの増大による成層圏気温の低下、成層圏水蒸気濃度の上昇、
N2Oの増加、成層圏エアロゾルの増加は一般的にオゾン濃度の低下をもたらすが、高度に
よりその効果は異なり、あるいは逆転する。また、気候変動の影響は複雑であるが、異常
気象の増大が成層圏にもおよび、オゾン濃度の異常に低い事象や高い事象が南極、北極あ
るいはその他の地域に出現しやすくなる可能性がある。
　前世紀末のオゾン全量（地表面から大気上端までのオゾン量）は、1980 年以前と比較
して地球規模の平均で３％減少しており、現時点では増加傾向に転じてはいない。最新の
モデル予測によると、気候変動の影響を考慮してもオゾン層はほぼシナリオ通りに回復す
ると予想される。しかし、現在の数値モデルは「その他の要因」を十分に考慮したものと
は言えず改善の余地が残っている。
　オゾンホール以降、オゾン層研究は急速に進歩し、この間我が国においても衛星観測、
地上観測、国際共同研究への参加等において着実に成果をあげて来たが、オゾンホール発
見時の米国や欧州の対応には学ぶべき点がある。研究者のオープンなフォーラムと省庁や
学問分野を越えて機動的に支出できる予算の存在は特に有効であった。現在、成層圏と対
流圏を観測する欧米の大気化学衛星センサーはデータを取得しつつある。これらの衛星デ
ータは長期観測を行う地上観測データ等によって検証されることになるが、近年、衛星
以外のオゾン層研究および観測予算が国際的にも減少傾向にある。地球環境サミットを
契機に長期観測を着実に行う体制を強めることが重要である。そのために下記の４点を
提言する。
① フロン等のモントリオール議定書規制物質以外の「その他の要因」がオゾン層に及ぼ
す影響を評価し、将来予測モデルに組み込んでモデルを高度化すること。
② オゾン層がフロン等の削減シナリオに基づく予測どおりに回復するか否かを監視する
ために、研究者の関与が不可欠な高度な観測を含め、オゾン層の変化を長期に観測す
ることをサポートする予算・体制を整備すること。
③ 長期観測データの保存、観測対象の変動や長期変化の解析、将来予測モデルやモデル
の実行結果の蓄積及びデータ活用の支援を行う体制（データセンター）を、安定した
予算措置を伴って確立すること。
特集̶２
られたデータの活用にもつながる。
　これら一連の流れを推進するための行政の役割としては、民間の創意に基づく多様なサ
ービスの実現に向け、実証データ充実のための環境整備、個人情報の扱いに対するプライ
バシー保護と研究推進とのバランス調整、ITだけでなく人間的側面からの支援を行う人
材養成などの基盤整備が挙げられる。行政がこのようなことに取り組むことにより、健康
増進に関する情報収集が促進され、その結果、健康増進効果が確認されると、さらに活動
が活性化し情報が集まるという好循環の発生が期待されるのである。
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宇宙環境観測・変動監視の研究動向　　　̶̶ 32
　宇宙の研究・開発・利用が本格化した今日においては、人類の生存や活動が太陽活動、
地球磁気圏、宇宙飛行物体など、地球の外部に広がる宇宙環境と密接に関係しているとい
う認識が高まってきている。代表的な観測対象として、宇宙天気、宇宙デブリ、地球近傍
小惑星などがある。
　宇宙天気とは、宙空領域（電磁圏‐大気圏）での宇宙利用活動に最も影響のある宇宙放
射線や電磁プラズマなどの変動を、地上での雨や風などの気象現象にたとえたものである。
宇宙放射線に関しては、さまざまな軌道を周回する人工衛星に搭載された放射線観測装置
によって計測が行われてきた。電磁プラズマに関しては、地上での磁場変動観測から逆算
して求める方法で地球規模でのデータ取得が行われている。地磁気は厳しい宇宙環境から
地球を守る働きがあり、日変化、月変化などの短期的な変動だけでなく、数十万年のサイ
クルでの永年変化も研究がなされている。近年、ブラジルで地磁気が異常に減少して、影
響が出始めている。また、理論的な研究として、太陽風変動が磁気圏‐電離圏に及ぼす影
響について、数値シミュレーションによる解析が行われている。
　宇宙天気に関する国際的な観測の枠組みの中で、我が国は重要な役割を果たしており、
今後さらに観測網の強化やデータ処理システムの整備を行うことが必要である。
　宇宙デブリとは、人類が宇宙開発活動を開始して以来、宇宙に放出してきた多数の人工
衛星やロケット上段の残骸などの宇宙のゴミのことである。人工衛星の損傷や故障の原因
となり、宇宙飛行士が危険にさらされるなど有害な宇宙デブリの観測、防御、除去、低減
などに関わる基礎研究の推進が緊急の課題となってきている。我が国は率先してロケット
や衛星に対して宇宙デブリを低減する対策を施しており、また地上の宇宙デブリ観測施設
を独自で設置するなどの活動により、米欧に伍して重要な役割を果たしている。今後、国
のプロジェクトとして欧米の施設に匹敵する本格的なレーダ観測施設の建設が望まれる。
　地球近傍小惑星とは、地球軌道と交差するような軌道を飛行する小惑星のことである。
このような小惑星は多数あり、長い年月の間には地球に衝突して大規模な被害を及ぼす恐
れがあるので、地球近傍小惑星を発見し追跡観測を行って軌道を求めるという活動を継続
して行う必要がある。我が国では、このような地道な仕事を、アマチュア天文家などのボ
ランティア観測に頼っている。複数のチームが観測を行っている米国には及ばないまでも、
今後地球近傍小惑星検出や追尾に特化した望遠鏡により我が国でも複数の組織で地球近傍
小惑星の観測が行われるようになることが期待される。
　宇宙環境の観測や変動監視に関して、国内各研究機関がそれぞれの得意な領域を分担し
て研究を推進しているところである。人類としての危機管理の観点から、国が観測網の整
備や観測の継続などに対して支援を行うことが必要である。
特集̶３
④ 成層圏と対流圏の物質濃度と気象要素を、同時にしかも分離して観測する大気化学衛
星センサーは、成層圏オゾン層の監視、及び広域大気汚染とそれに基づく対流圏大気
質の変化の監視、更に対流圏と成層圏の相互作用に関する情報の取得が可能になる有
望なセンサーである。このことを踏まえ、その実現を目指すこと。
　また、南極オゾンホールのような新しい環境問題の出現に機敏に対応できるようにする
ためには、研究者のオープンなフォーラムを、機動的に対応できる予算を伴って形成でき
るような体制整備が不可欠である。
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特別記事
1．自然科学 3部門受賞者と受賞理由の概要
（１）生理学・医学賞
Richard Axel（米） ：コロンビア大学　教授
Linda B. Buck（米） ：フレッド・ハンチントンがん研究センター
受賞理由
「臭いの受容体と嗅覚システム」を解明する先導的研究
　嗅覚は、料理の臭いをおいしそうだとか新鮮だとか感じたり、腐った食物が腐っている
と感知したりするのに役立つ。特定の臭いは、人が子供の頃の記憶や感動的な瞬間を後で
思い返すきっかけとなったりもする。また、動物が他者を認識したり、仲間を捜したりす
る際にも重要な役割を果たす。
　両氏は、臭いを成している分子の受容体に関係する、約 1,000 個の遺伝子グループを発
見し、これがGタンパク質共役型受容体に属するものであることを示した。この発見は
共著論文（Cell vol.65, pp175‐187；1991）としてまとめられ、嗅覚の機構を解明する先導
的研究となった。受容体は、鼻腔内奥の上皮の嗅覚細胞受容細胞に存在しており、吸入さ
れた臭い分子を検出する。それぞれの嗅覚受容細胞はたった１つの受容体しか持っておら
ず、各受容体は特定の臭い分子のみ感知する。つまり、各嗅覚受容細胞はある臭いに非常
に特異的である。臭い分子が受容体に結合して受容体が活性化されると、電気的シグナル
が嗅覚受容細胞内に発生し、神経を経由して脳に伝えられる。そして、脳において複数の
嗅覚受容細胞から伝達されてきた情報が統合されるのである。また、両氏が解明した嗅覚
システムの普遍的原理は、他の知覚システムにも適用されることが明らかになっている。
フェロモンは特に動物に影響している分子であるが、これは鼻腔内上皮細胞に存在する他
のGタンパク質共役型受容体（GPCR）により感知されることが示されている。
　2004年のノーベル賞自然科学３部門（生理学・医学賞、物理学賞、化学賞）の受
賞者が決まった。10月 4日にスウェーデン　カロリンスカ研究所より生理学・医学
賞が、同国王立アカデミーから５日に物理学賞、６日に化学賞が発表された。以下
に３部門の受賞者と受賞理由について紹介する。
特別記事
2004年ノーベル賞
自然科学 3部門の受賞者決まる
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特別記事
（２）物理学賞
David J. Gross（米） ：カリフォルニア大学サンタバーバラ校　教授
H. David Politzer（米） ：カリフォルニア工科大学　教授
Frank Wilczek（米） ：マサチューセッツ工科大学　教授
受賞理由
「強い相互作用の理論における漸近的自由性の発見」に対して
　自然界には、重力相互作用、電磁相互作用、弱い相互作用、強い相互作用という４つの
基本的な相互作用が存在する。「強い相互作用」は、原子核の中で核子同士を繋ぎ合わせ
ている力であり、クォーク間の相互作用によって生じている。強い相互作用には、極めて
近い距離ではほとんど力を及ぼし合わないが、ある距離以上に離れようとすると急に力が
働くという性質がある。この性質のために、クォークを単独で取り出すことは原理的にで
きない。３氏は「漸近的自由性」と呼ばれる、この強い相互作用の性質を 1973年に発見
した。この発見は、強い相互作用に関する量子色力学という新理論の土台となり、素粒
子物理学の発展に多大な貢献をもたらした。量子色力学は、現在、標準理論（重力相互
作用以外の３つの相互作用についての理論）の１つの柱となっている。
　なお、ノーベル財団の解説資料には、本研究に対する米国シカゴ大の南部陽一郎名誉教
授の貢献が示されている。南部名誉教授は 60年代中ごろに、物性理論や超伝導理論で使
われていた「自発的対称性の破れ」という概念を、素粒子を扱う場の理論に導入した。自
発的対称性の破れを伴う場の理論は、素粒子研究の進歩の背景にある原動力と考えられて
いる。ノーベル財団の解説資料では、南部名誉教授の理論について「正しかったが、早す
ぎた」と言及している。
（３）化学賞
Aaron Ciechanover（イスラエル） ：テクニオン・イスラエル工科大学　教授
Avram Hershko（イスラエル） ：テクニオン・イスラエル工科大学　教授
Irwin Rose（米） ：カリフォルニア大学
受賞理由
「ユビキチンが仲介するタンパク質分解の発見」に対して
　タンパク質は、植物、動物、ヒトなどのすべての生物の構成要素である。過去20～30年間、
生化学ではタンパク質の生成過程に興味が集まっており、タンパク質分解に注目する研究
者はそれほど多くなかった。受賞者らはタンパク質分解過程の１つであるユビキチンを介
したタンパク質分解を発見し、特定のタンパク質のみが分解されて他は分解されないこと
を分子レベルで理解することを可能とした。ユビキチンは 76アミノ酸残基からなる小さ
なタンパク質である。不要な分解されるべきタンパク質はユビキチンにより標識され、高
分子のタンパク質分解酵素であるプロテアソームに運ばれて分解される。ユビキチンはタ
ンパク質が分解されている途中であるというシグナルとなり、そして分解される直前に遊
離して再利用される。
　ユビキチンが仲介するタンパク質分解は、細胞の分化、DNA修復、新たに生成したタ
ンパク質の質的コントロール、免疫システムなどに関与している。この過程がうまく働か
ないと、子宮頸癌や嚢胞性繊維症などの疾患が引き起こされる。ユビキチンが仲介するタ
ンパク質分解の発見はこれらの疾患に対する薬を開発するのに役立っている。
参考文献：ノーベル賞ホームページ、http://nobelprize.org/
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い。生物は、曖昧な状況の下でも、
高感度に選択的対象の情報を感
受・解析する能力を有する。特に、
同胞や捕食対象の生物個体に関
する情報は、優先的に処理され
る傾向がある。近年、認知科学・
情報科学・ヴァーチャルリアリテ
ィ研究等の分野では、このように
生物が機械よりも優れている情報
処理能力を、工学的に再現する努
力が払われている。これら分野の
成果を応用することにより、レス
キューロボットの収集する情報内
容の質・量に関して多大な躍進が
予測される。
　レスキューロボットに望まれ
る特性は、救助犬・人間・パワー
ショベル等複数の方法論の、利点
を生かし弱点を補い合う救助体制
の、一貫として有効に機能するこ
とである。救助犬は、瓦礫の上を
迅速に動き、瓦礫の外からにおい
を嗅ぎとり、高感度で要救助者の
手がかりを見つけるが、閉所に入
ることは忌避する。ファイバスコ
ープは、容易に瓦礫の空隙に挿入
し、５ｍ以内までの映像情報や音
声情報を収集する事ができる。ロ
ボットは、瓦礫の空隙から進入さ
せ、広範囲（30ｍ以内程度、条件
によっては 100ｍも可）の要救助
者情報を収集し、救助者に送信す
ることが出来る。又、生体信号を
都市大震災軽減化特別プロジェク
ト・レスキューロボット等次世代
防災基盤技術の開発」の取りまと
め母体として機能している。プロ
ジェクトの中では、ロボットの共
同開発、神戸と川崎に設けた実地
検証試験場の共同開発が、ボラン
ティアの企業や個人の協同によっ
て進められているが、その中核と
して IRSの非営利活動法人という
研究推進組織の形態が有効に機能
している。これらの成果が、第６
回日本工学アカデミー国際シンポ
ジウム「ロボットとの共生」で報
告された。
　レスキューロボットの機能と
しては、情報収集が最も期待さ
れ、生存者の情報は最優先課題で
ある。ロボットは、瓦礫の内部に
侵入する事が可能で、画像のみな
らず、生存者の声・体温・CO2・
運動・肌色・人体形状などの生体
信号を感受し、マップの形で救助
者に提示することが出来る。ロボ
ットの利点は、①人間を危険に晒
さないで済む、②動いて情報収集
することにより、3次元の形状解
析の向上や、複数の生体信号の総
合的把握が可能となる、③標的に
近づくにつれ、より精確な生体信
号を得ることが出来る、という事
である。現在のところ、感受能力
からいうと救助犬の水準とは程遠
膀 生体信号を感受するレ
スキューロボットを活
用した被災者発見方法
の開発
　大地震のような災害の後、救急
医療の観点からは、人命救助は３
時間以内である事が望ましく、72
時間以降生存者の発見率は極め
て低下する。現在、救助に要する
時間の殆どは、救出作業自体より
は、被害者の発見に費やされてい
る。崩壊建造物など無機物の中か
ら、効率よく生存者を発見する事
が、救命率向上の決め手といえる。
ロボットは、人や救助犬の活動で
きない状況に対応できる有力な手
段であるが、1980年代以降の活発
な工業用ロボット技術の開発にも
関らず、救命作業へのロボット技
術の活用には関心が払われていな
かった。1995年の阪神淡路大震災
を機に、ロボット学者有志を中心
に、救命活動での活用という明確
な目標を掲げた、ロボット開発が
推進されてきた。この活動は2002
年には、特定非営利活動法人・国
際レスキューシステム研究機構
（IRS）に発展した。災害救助の問
題は産官学民の連携で解決策を導
き出すことが必要である。IRSは、
2002年開始した文部科学省の「大
科学技術
トピックス
　以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調
査員の投稿（10月号は 2004年９月 11日より 10月８
日まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまと
めたものです。センターにおいて、関連する複数の投
稿をまとめ、また必要な情報を付加する等独自に編集
するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしませ
ん。ただし、投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者
のご了解を得て、記名により掲載しています。
ライフサイエンス分野
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膀 半導体微細化の主役に
躍り出る不揮発性メモリ
　半導体を用いた記憶素子は、機
械可動部分が無く信頼性に優れ、
小型・低消費電力化が行ない易く
携帯機器応用に適している。携帯
機器に用いられるメモリには、電
源が切れても記憶内容が失われ
ない不揮発性の特性を有するデバ
イスが好まれる。従来、携帯型オ
ーディオや ICレコーダ等の機器
では主に音声信号を扱う為、大き
なメモリ容量は必要とされなかっ
た。ところが近年、デジタル・カ
メラやカメラ付き携帯電話等で画
像信号を扱うようになり、撮像素
子の高解像度化に伴い、データ量
も急増している。この様な状況で、
メモリには不揮発性に加えて、大
容量化に対する要求が高まってい
る。半導体不揮発性メモリもこの
画像信号を扱う情報家電市場の要
求に答える為に微細化と大容量化
の開発競争が展開されている。
　今年９月に東京で開催された固
体素子および材料に関する国際会
議（SSDM；応用物理学会主催）
でも、東芝から不揮発性メモリに
関する製品ロードマップが示され
た。また、韓国サムスンも上記会
議終了後、世界最小線幅の不揮発
性メモリの開発をプレス・リリー
スしている。東芝によると高密度
化に優れたNAND型（注１）と呼ば
れるフラッシュ・メモリ（注２）製
品の微細化と容量拡大を 2004 年
の 90nm世代、２Gbit/ チップか
ら 2008 年の 40nm 世代、16Gbit/
チップまで最小加工線幅を４年
間で半分以下とするスケジュー
ルが示された。一方、サムスンは
60nm世代で８Gbit/チップの不揮
発性メモリの開発をアナウンスし
ている。
　メモリの基本単位であるメモ
リセルがトランジスタとキャパ
シタとの２つの素子で構成され
るDRAM（注３）に対して、トラン
ジスタ１つで構成されるフラッシ
ュ・メモリは、相対的に大容量化
が行い易い。その中でもNAND
型と呼ばれ、メモリセルを直列に
接続して配置したタイプのフラッ
シュ・メモリは、ビット単位のラ
ンダムアクセス機能は犠牲となる
が、メモリセルをより高密度に配
置する事が可能となる。音声や画
像等の情報家電が扱うデータに対
しては、ビット単位のランダムア
クセス機能は必ずしも必要では無
く、むしろ価格が優先される場合
が多い。NAND型フラッシュ・メ
モリはこの情報家電の要求に答え
る特性を有しており、カメラ付き
携帯電話の普及とともに急速に市
場を拡大している。
　かつて、パソコン向けにDRAM
の微細化と容量拡大の開発競争が
展開され、半導体製造技術が牽引
されたが、現在ではこれに換わり、
NAND型フラッシュ・メモリが半
導体の微細化技術を牽引する形と
なっている。
情報通信分野
提示する要救助者模型ロボットが
開発され、レスキューロボットの
開発に用いられている。
　生体信号を感受し、安価で取り
扱いの容易なレスキューロボット
が、大量に供給されれば、生存者
の発見率は向上すると予測される。
参考文献
01）  大都市大震災軽減化特別プロジ
ェクト特集号、日本ロボット学
会誌、Vol.22, No.5, 2004
02）  第６回　日本工学アカデミー国
際シンポジウム「ロボットとの
共生」、田所諭氏「レスキューロ
ボティクスの挑戦」より）
（注１）NANDは論理演算の１つで、否定論理積を示す。AND（論理積）
演算の結果にNOT（否定）演算を行なったもの。NAND論理演算を実現
する回路は、直列接続のトランジスタで構成される為、ブロック単位でメ
モリセルを直列に接続した配置をNAND型と呼ぶ。現在、NAND型メモ
リの市場は、個数ベースでフラッシュ・メモリ全体の約１割であるが、数
年以内に５割を超えるとの予測もある。
（注２）電気的に書き換えが可能で、データを一括またはブロック単位で
消去可能な不揮発性メモリ。
（注３）半導体記憶素子の１つ。読み書きが自由に行なえるランダムアクセ
スメモリの一種で主にコンピュータのメインメモリに用いられる。
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膀 難燃剤の人体への影響
研究の動向
　プラスチックなどに用いられて
いる難燃剤であるポリ臭化ジフェ
ニルエーテル（PBDE）やポリ臭
化ビフェニール（PBB）の影響に
ついて、我が国でも国立環境研究
所を始めとして各国で研究されて
いるが、今回アメリカの研究者ら
によって、PBDEやPBBがホコリ
や人体から検知されたと報告があ
った。PBDEは難燃性付与剤とし
て、主として繊維、プラスチック
及び電子材料に用いられている。
　米国テキサス大学の研究者によ
ると、米国の動物由来のほとんど
の食料は PBDEに汚染されてお
り、米国やヨーロッパにおける堆
積物やヒトの血液及び母乳にも存
在していると報告している。報告
書では、動物実験によるとPBDE
を大量に摂取すると神経毒にな
るか発癌性になる、と述べてい
る。同チームは、動物の脂肪を食
べることによりヒトの身体に入る
という仮説をたて、テキサス州の
３つのスーパーマーケットから得
た魚、肉及び日用食品雑貨物をサ
ンプルとして用いて実験を行った
（Environ. Sci. Technol., published 
online Sept. 1）。PBDE レベルは
食品のタイプにより異なるが、魚
は最高のレベルを示し、次いで
肉や日用食料雑貨物であった。し
かし一方、カリフォルニア州の
健康有害物査定局の研究者による
と、確かに我々は食品をとおして
PBDEにさらされているが、実態
は明らかでなく、他のデータによ
ると、１次発生源は室内における
空気が原因であるとも述べている
（C & E News, September 13, p24
（2004））。また、米国の環境保護
団体によって、パソコン内部の
ホコリからも PBDEが検出され
たという発表があった。PBDEは
数種類あり、そのうち「ペンタ‐
PBDE」と「オクタ‐PBDE」は、
今年中に市場から消えるが、複数
の環境保護団体が「デカ‐PBDE」
も規制するよう求めている。
　ヨーロッパでも同様な報告がさ
れている。スウェーデンのカロリ
ンスカ研究所の調査によると、母
乳に含まれる PBDE量はここ数
年で急増したことが判明した。過
去には、ドイツの一般家庭のホコ
リからも PBDEが検出されてい
る。EUでは、RoHS 指令により
法規制されているのはPBBおよ
びPBDEで、生物体内蓄積の有害
性があるとして電気電子機器中へ
の含有が禁止されている。
　日本では、廃棄物埋め立て処分
場の浸出水から PBDEが検出さ
れ、水に対する移動性はかなり高
いことが確認された。しかし、３
種類あるPBDEのうち日本では２
種類については 2000 年までに使
用自粛されたが、残る１物質につ
いては使用が続いている。
　難燃剤は人体に対して有害であ
るということから、従来使用して
いた電気製品の筐体などには代替
品や有害度の低い物質を使用する
ようになった。しかしその結果、
物が燃えやすくなることや、火災
が起きた場合犠牲者が増えること
が懸念されている。安全・安心の
社会のためには、人体への影響が
少ない難燃剤の開発が急務である。
環境分野
膀 持ち運びのできる小さな
NMR装置
　NMR（Nuclear Magnetic Resonance
：核磁気共鳴）は、有機化合物等
を扱う研究において頻繁に用いら
れる分析手段であり、分子運動や
原子間の距離あるいは角度を観測
できる。また、これを医療に応用
したMRI（Magnetic Resonance 
Imaging）も、内臓の癌や脳疾患
を検出する装置として、数多くの
医療機関で用いられている。
　NMR やMRI は、外部から大
きな磁場をかけることで、測定
試料の原子核が持つ磁気モーメン
ト（核スピン）を観測するという
原理に基づいているため、非常に
大きな装置になり、持ち運ぶこと
ができなかった。米国カリフォル
ニア工科大学の D.P.Weitekamp
教授らは、検出方法を根本的に
変えた新しいNMR測定方法を発
表し（Proceedings of the National 
Academy of Science, vol.101, 
p.12804（2004））、これをブーメ
ラン（BOOMERANG）と名付け、
ポータブル型の小さなNMR装置
の試作機を公開した。
　従来のNMR装置は、大きな磁
石の中に測定試料を挟み、実際に
は勾配が付いた磁場中で、高周波
数の電磁波が吸収および放出する
過程を検出している。これに対し、
BOOMERANGは、２つの強い永
久磁石（ネオジウム‐鉄‐ボロン
磁石）を上下に配置し、その間に
鉄‐ニッケル合金で作った検出用
ナノテク・材料分野
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エネルギー分野
膀 欧米の潮流タービン発
電技術開発の動向
　これまで、潮流の力をエネルギ
ーとして利用する動きは、風、太
陽、地熱などの力を利用する動き
に比べて、非常に小さいものであ
ったが、従来の発電所から温室効
果ガス排出をカットする流れは、
世界中で技術への新たな関心を呼
び起こしている。最近、欧米で、
景観を含めた環境への影響が少な
い川底設置型や水中浮遊型の旋回
式潮流タービン発電技術が脚光を
浴びつつある。潮流による電力農
場を目指している。
　従来、潮の力を利用する発電と
しては、フランスのランス川河口
にあるランス潮汐発電所（240MW
容量）のように川を横切る巨大な
ダムを用いた発電形式が主流で、
カナダ、中国、韓国、ロシア、オ
ーストラリアなどにパイロットプ
ラントが建設されている。しかし、
これらは、①高価である、②川に
住む野生生物を損なうという欠点
を持つ。
　米国エネルギー会社の「Verdant 
Power（緑の力）」社は、ニュー
ヨークイースト川の川底に旋回式
潮流タービン装置６台を設置、約
200kW（１台あたり約 33kW）の
電力を供給するプロジェクトを
2004 年９月から開始した。450万
ドルをかけるこの計画では、川面
より９m下の岩盤に打ち込まれた
コンクリート杭に小さな風力ター
ビンのような発電用機械を取り付
ける。潮の満ち引きが変わると、
機械頭部は流れに面するために回
転し、その羽根が回る。この潮流
タービンは、従来のタービンより
低速の水流で回り続ける設計にな
っている。2003 年１月からの小
さなプロトタイプ機でその性能を
検証してきた。今回は、約 200軒
の家に必要な電力しか供給しない
が、本計画がすべて計画通りに進
むと、潮流タービン 200～ 300 台
（6,600 ～ 9,900kW）を川に沿って
設置していく予定である。小さな
機械が競争力のある価格で電力を
供給できるかが大きな課題（注１）
であるが、マンハッタンにある国
連本部は、プロジェクトによって
生産される環境にやさしいエネル
ギー利用に関心を示している。
　欧州では、英国北デボン海岸と
ノルウェーのハンメルフェスト海
岸に、１台あたり出力が上記より
やや大きい川底設置型潮流発電
装置（300kW）が設置され、実証試
験が進んでいる。これらを設置した
２つの会社は、建設単価を下げる
ため巨大な１MWのタービン開発
も行い、2007年までに、この独立
した発電装置を発展させて水中に
タービンフィールドを建設、電力
を供給していく計画を持つ。特に、
英国は、水中浮遊型の旋回式潮流
タービン発電技術開発もすすめて
おり、官民挙げて潮流エネルギー
利用技術開発に力を入れている。
　日本では、徳島大学が鳴門海峡
で、日本大学が来島海峡で水車型
の潮流発電試験を実施した例があ
るが、大きな研究テーマにはなっ
ていない。英国と同様、まわりを
海に囲まれた日本には、流れの速
い「瀬戸」や「海峡」と呼ばれる
ところがたくさんある。今後、再
生可能エネルギーのひとつとし
て、欧米の上記プロジェクトの展
開が注目される。
（注１）米国プロジェクトで建設単価を１ドル 110円で見積もると、247.5
万円 /kW。資源エネルギー庁情報公開値によると天然ガス火力 20.8 万
円 /kW、石油火力 28.7 万円 /kW、石炭火力 30.8 万円 /kW、水力 75.9
万円 /kW。
の磁性体がリング状の磁性体に囲
まれた形のものを２枚置き、さら
にそれらの間に測定試料を入れた
コイルを挟む構造になっており、
測定試料には均一な磁場がかかる
ようになっている。高周波パルス
をかけると、試料の存在によって
検出用の磁性体にかかる力（振動）
が変化するが、この微小な振動は
検出用の磁性体を通じて外部から
検出できるようになっており、従
来と同じようなNMR測定が可能
である。BOOMERANGは、電磁
波ではなく、微小振動を検出する
システムであり、装置が小さくて
も高感度で磁気共鳴を観測できる
という利点がある。すでに液体や
固体の試料でNMR測定が可能で
あることが証明されており、１滴
の液体や数十μmの塵のような
極めて少量の試料でも測定可能で
あることも利点である。
狡Verdant Power, news@nature.com
Published online : 13 August 2004; 
doi : 10.1038/news040809 - 17 より
川底の潮流タービン（イメージ図）
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製造技術分野
膀 単層カーボンナノチュ
ーブの実用形状への製
造技術
　現在、カーボンナノチューブを
含む多くの炭素化合物の製造技術
に関する研究が盛んに進められて
いる（科学技術動向７月号トピッ
クス参照）。論文発表数も世界的
に増加傾向が続いており、ごく最
近も、単層の純粋なカーボンナノ
チューブに関して、実用に近づく
製造技術として以下のような研究
成果が報告された。
　米国ロスアラモス国立研究所
の研究グループは、１本の長さが
４cm以上もある単層の純粋なカ
ーボンナノチューブを作製するこ
とに成功した（Nature Materials, 
Vol.3, p.673（2004））。カーボンナノ
チューブは、単層カーボンナノチ
ューブと多層カーボンナノチュー
ブに分類され、単層カーボンナノ
チューブは１枚のシートが円筒状
になったもので直径は１～２nm、
多層カーボンナノチューブは多重
の円筒状で外径が数十nmである
が、これまではいずれも長さが
数μｍ程度であった。彼らは、鉄
触媒を用いてエチルアルコールを
900℃の石英チューブ内で分解す
る方法により、シリコン基板上に、
従来より数倍速い約 11μｍ / 秒
という成長速度で長尺の単層カー
ボンナノチューブを成長させるこ
とに成功し、さらに今後も制限無
く所望の長さが得られるだろうと
推測している。
　また、米国フロリダ大学とハ
ンガリー科学アカデミーの研究
グループは、紙漉きのような手法
で透明導電性フィルムを作製した
（Science, Vol.305, p.1273（2004））。
まず、界面活性剤を添加して単層
カーボンナノチューブを懸濁させ
た液を、メンブランフィルタ （ーセ
ルロース製の濾紙）を通して真空
濾過し、水洗で界面活性剤を除い
た後にメンブランを溶解して支持
体のない均一なフィルムを得た。
メンブランフィルターの大きさ
に応じて直径 10cm程度までの面
積が得られ、曲げることが可能な
フィルムも作製できる。比抵抗の
値は、透明導電膜として用いられ
ている ITO膜と同程度の 10－3 ～
10－4Ω・cmが得られた。
　さらに、米国ライス大学カー
ボンナノテクノロジー研究所の
研究グループは、紡績技術を用い
て単層カーボンナノチューブをき
ちんと整列させたファイバーを作
製し、このファイバーが市販の繊
維で最強のザイロン（Zylon獏）と
比べて 10倍以上の強度をもつこ
とを確認した（Science, Vol.305, 
p.1447（2004））。この方法ではフ
ァイバーを大量に作製できるた
め、彼らは工業的製造に進出した
いと考えている。なお、この研究
は、炭素材料のひとつであるフラ
ーレンの発見によりノーベル賞を
受賞し、現在の炭素材料研究の第
一人者であるR.E.Smalley 教授の
リーダーシップのもとに進められ
ている。
フロンティア分野
膀 重力場観測衛星GRACE
による水の広域移動観測
　米国航空宇宙局（NASA）は
2002 年３月にGRACE（Gravity 
Recovery and Climate Experiment）
という地球重力場観測衛星を打ち
上げた。
　GRACE は NASA とドイツ航
空宇宙センタ （ーDLR）の連携プロ
ジェクトであり、ドイツで直接参加
している機関は地球研究センター
（GFZ＝ GeoForschungsZentrum）
である。
　GRACEによる測定から、南米
の分水界全域にわたる重力場の
季節変動サイクルが明らかになっ
た。地球の重力場は、月や太陽の
潮汐力、気圧変動などで絶えず変
化しているが、水の移動でも変化
する。しかし、従来、水の移動に
よる重力変化は、ごく限られた空
間での地上重力測定でしか検出で
きなかったため、GRACEが出現
するまでは、広域の水変化やグロ
ーバルな水循環の研究は不可能で
あった。
　地球の形状は、しばしばジオイ
ドという等重力ポテンシャル面の
形状で表現される。テキサス大学
のタプリーらはGRACE の測定
データを使って、南米のジオイド
の高さの季節的変化を研究し、ア
マゾン川以北地域の主な分水界で
の季節変化を発見した。このよ
うな測定は、海面上昇、極地の氷
床変動や地下水の貯蔵といった、
観察が困難な現象を調べるのに
有用であるとしている（Science, 
VOL.305, p503（23 July 2004））。
　GRACE実験では、地球重力場
の微小な変動を検知するために、
同一軌道上で約 220km離れた同
型の２衛星間の距離を、マイクロ
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文書が採択された。我が国は地球
温暖化や気候変動などと並んで水
循環変動への対応で特に積極的に
貢献する旨を表明している。
　地球規模での海面変動、極域の氷
床変動、陸上の帯水層の涵養または
減少など水循環に関連する研究を
推進する上で、衛星重力ミッショ
ンにより取得された大規模な観測
データの有効活用が期待される。
ような重力場観測衛星によるグロ
ーバル水循環研究への有効性はも
はや疑いようがないが、今回の測
定精度が当初の予想より悪いこと
から、今後精度を上げるにはさら
に技術的な工夫を要するだろう、
とコメントしている。
　本年４月に我が国で第２回地球
観測サミットが開催され、全球地
球観測システム（GEOSS）のため
の地球観測 10年実施計画枠組み
波を用いて髪の毛の太さの 100分
の１の精度で測定する。重力場の
変動は月々マッピングされている
が、それは、季節や天気パターン
により引き起こされる地球表面流
体（大気、海洋、降水など）の質
量移動に従っている。
　我が国では、平成 14年度から
京都大学が中心となって「精密衛
星測位による地球環境監視技術の
開発」研究が実施されており、そ
の一環として、将来の衛星重力ミ
ッションのために、GRACEより
高精度なレーザ干渉技術を応用し
た測定の基礎技術開発を行ってい
る。GRACEのデータ利用につい
ては、欧米に後れをとっているが、
本年７月以降、データが一般に公
開されるようになったので、今後、
わが国でも本格的な研究が進めら
れるようになるであろう。京都大
学大学院理学研究科の福田洋一助
教授は、タプリーらの成果をほぼ
妥当なものと評価し、GRACEの
photo by NASA
GRACE（220km離れて飛行する双子衛星　イメージ図）
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特集1
特集膀
個人に着目した健康増進活動を
支援する情報システム
客員研究官　刀川　　眞
1．はじめに
　生活環境の改善や生活習慣の変
化、特に食生活の西欧化に伴い、
わが国の疾病構造の中心は高血圧
症や糖尿病などの生活習慣病に移
っており、図表１に示すように死
亡原因もそれに強く関係したもの
が増えている。このため医療の力
点も生活習慣病に置かれるように
なっているが、一方で、図表２に
示すように我が国の医療費は絶対
額、国民所得比共に増え続けてお
り、医療費をはじめとする社会的
コスト抑制の観点からも生活習慣
病への一層の対応が必要となって
いる。
　ところで疾病への対処は一般
に、医師などの医療サービス提供
側からのアプローチだけでなく、
患者ら医療消費者（注１）側の取り
組みが必要である。このことは、
治療の段階はもとより、医療側の
介入機会の少ない１次予防（注２）
（健康増進）活動において、より
求められる。特に生活習慣病は文
字通り長期に渡る生活習慣に強く
依存するため、医療提供側のアプ
ローチだけでは限界があり、実際
に生活を送っている一人ひとりの
医療消費者が、自らの健康につい
て主体的・自主的に取り組むこと
が重要である。実際、2000 年か
ら厚生労働省が推進している「21
世紀における国民健康づくり運動
（健康日本 21）」でも、健康を実現
することを、元来、個人の健康観
に基づき、一人ひとりが主体的に
取り組むべき課題であるとしてい
る１）。また2003年に施行された「健
康増進法」では、健康な生活習慣
の重要性に対する関心と理解を深
め、生涯にわたって、自らの健康
状態を自覚するとともに、健康の
増進に努めることを、国民の責務
としている２）。
　しかし多くの個人にとって、自
らの健康のためとはいえ、永年培
ってきた生活習慣を変更するのは
容易ではない。さらに改善した生
活習慣を長期に渡って継続的に維
持・向上していくことは、実際問
たちかわ まこと　蘆　株式会社NTTデータ 技術開発本部 システム科学研究所 シニアスペシャリスト
（注１）医師や病院などの医療サ
ービス提供側に対し、患者やそ
の家族、現在は医療サービスを
受けてなくても、将来、受ける
可能性のある者などを総称して
医療消費者と呼ぶ。
（注２）予防医学の領域は、健康
的な生活により疾病や障害の発
生を未然に防ぐ１次予防、疾病
などの早期発見、早期治療のた
めの２次予防、疾病などの進行
を防ぎ社会復帰を促す３次予防
に分けられる。
　図表１　我が国の主要死因別死亡者数の年次推移
平成16年「厚生労働白書」（厚生労働省）、2004「国民衛生の動向」（厚生統計協会）を基に作成
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題として相当に困難であり、外部
からの適切な支援が求められる。
しかもその支援は単なる精神論で
はなく、科学的根拠に基づいた合
理性がなくてはならない。すなわ
ちこの支援は、個人が自らの健康
状態を客観的に把握し、リスクを
予測した後、適切な行動をとるこ
とを可能にするものでなくてはな
らず、この一連のプロセスの基礎
となるのは情報である。
　このような背景の下、本稿では
これからの個人の健康増進活動を
支援する情報システムについて概
観する。なお本稿で言及する情報
システムに関連する技術は、必ず
しも最先端なものとは限らない。
専門知識を持たない一般者の参加
が求められるこの分野で利用で
きる情報技術とは、むしろ成熟し
コストも十分に下がっている必
要がある。反対に情報技術がそ
のような段階に達したからこそ、
本稿で述べるような個人の健康
増進活動に利用可能な情報シス
テムが実現されるようになった
ともいえよう。
2．認識が高まる健康増進活動における情報の役割
盧「根拠に基づく医療（EBM）」
 の浸透
　治療の分野では、10 年あま
り前から「根拠に基づく医療：
Evidence-based Medicine」（以下、
EBM）という言葉が盛んに使わ
れるようになってきている。EBM
とは一定の手続きに沿って得られ
たエビデンス（根拠）に基づいて
効果のある治療を行おうとするも
ので、「最新最善のエビデンスを、
良心的、明示的そして妥当性のあ
る用い方をして、個々の患者に臨
床的決断を下すこと」と定義され
ている３）。EBM の具体的な手順
は、治療上の問題の定式化、それ
に対してエビデンスとなる情報の
収集、批判的吟味、適用、評価か
ら成るが４）、その中心にあるのは
エビデンスという「情報」である。
　EBM はもともと欧米から始ま
った考え方であるが、我が国で
も次第に普及し、1999 年には専
門学術雑誌が刊行され（注３）、厚生
労働省でもEBM推進の一貫とし
て2001年度から主要疾患に対する
診療ガイドラインを整備し、提供
を始めている５）。このような流れ
を受けEBMの考え方は、治療だ
けでなく看護など医療におけるさ
まざまな分野に急速に広まってお
り６）、このことは健康増進活動を
担う保健分野も例外ではない（注４）。
盪健康増進活動の効果の実証的
　把握
　保健分野における効果の要因は
多岐に渡り、また複合的に関与す
るため、治療に比べて寄与度を明
確に切り分けることが難しい。こ
のため保健の分野では、効果とそ
れに要する費用との関係が十分に
は評価されていない６）。もちろん、
これらがすべて未着手というわけ
ではない。たとえば、医療費、受
療率、死亡率、喫煙率に関する統
計データと喫煙関連疾患に関する
疫学的データに基づく、禁煙によ
る医療費削減効果の推定に関する
研究によると、禁煙後の 15 年間
の累計で、男性が 5.5 ～ 8.2％、女
性で 5.1 ～ 8.2％の削減が期待でき
るという結果が得られている７）。
あるいは生活習慣とがん・脳卒中・
心筋梗塞・糖尿病などの疾病との
関連を明らかにするため、全国 11
保健所と国立がんセンター、国立
循環器病センター、大学、研究機
関、医療機関などが共同で、約 10
万人の地域住民から生活習慣や健
康に関する情報と血液を集め、10
年以上にわたる長期追跡を行う大
規模なコホート研究（注５）が行わ
れている８）。しかし、このように
（注３）http://www.nakayamashoten.co.jp/ebm/index.htm
（注４） 保 健 分 野 で は EBH（Evidence Based Health-promotion ま た は
Healthcare）、あるいは EBPH（Evidence Based Public Health-promotion）
と呼ばれる。
（注５）集団（コホート）を設定・追跡し、問題の病気の発生やその病気
による死亡を同定して問題の因子と病気との関連を検討する研究。
　図表２　我が国の国民医療費の推移
各年「国民医療費」「厚生労働白書」（共に厚生労働省）を基に作成
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幾つかの研究が行われ、成果も蓄
積されつつあるものの、先に挙げ
た問題を解決するまでには至って
いない。その大きな理由として、
基礎となるデータ、すなわち情報
が整備されてないことが挙げられ
る。保健の研究を推進させるため
には、健康増進活動の内容や効果
などを実証的に把握できるよう、
基礎となるデータを情報の形で客
観化させることが求められるので
ある。
3．情報システムによる健康増進活動の支援
　このような健康増進活動におけ
る情報の認識の高まりに対し、情
報システムでも対応する動きがあ
る。その背景には、図表３に示す
ようにインターネットに代表され
る IT が社会に急速に普及しつつ
あることが挙げられるが、これは
単に IT による効率化、高速化だ
けでなく、個人、一人ひとりが情
報に接し、情報と繋がるようにな
ることを意味している。このこと
を健康増進活動にあてはめてみる
と、これまで地域や職域というよ
うに対象を全体として捉えること
が多かったのが、個人に焦点をあ
て、自らの健康情報をさまざまな
形で活用できる基盤が整うことで
あるといえる。以降、健康増進活
動を支援する情報システムの動向
について、情報の入力系、処理系、
出力系に分けて示す。
３‐１
健康診断情報の個人単位での
収集と集約化〈入力系〉
　健康診断（健診）は、出生時の
母子手帳に始まって、地域や学校、
就業先など、ライフステージの変
化に沿ってさまざまな機会に行わ
れている。しかしそれぞれの健診
の実施方法は必ずしも統一された
ものでないため、データの連続性
に欠けていることに加え、データ
の保存や管理においても時間的に
分断された状態になっている。こ
のことは空間的にも当てはまり、
同じライフステージの中でも転
居、転校、転職などによって健診
実施主体が変わった場合、元のデ
ータが新しい実施主体に引き継が
れたり共有されることはほとんど
ない。
　このような状況に対し、健診情
報を個人単位で蓄積・保管し、時
間的・空間的に一元管理する動き
がある。当然、そこには情報シス
テムが大きく関与することになる
が、そのためにはまず、医学的観
点や情報処理的観点から健診の方
法やデータ転送の標準化などがな
されている必要がある。医学的観
点からの標準化については、厚生
労働省が2005年度に開始を予定し
ている健康フロンティア戦略の中
の効果的な２次予防（注２参照）の基
盤整備として、健診項目の重点化
と共に健診の精度管理や健診デー
タの判定基準などの研究に取り組
む計画がある９）。一方、情報シス
テム的観点からの標準化に関して
は、保健医療情報システム工業会
（JAHIS：Japanese Association of 
Healthcare Information Systems 
Industry）が、健診依頼元と健診
実施機関の間を流通するデータ伝
送プロトコルの標準化を目指し、
健診データの交換規約（HDML：
Health Data Markup Language）
を提案している 10）。
　実際に個人一人ひとりの健診デ
ータを時系列に蓄積し、経年変化
を把握したり、遠隔地からアクセ
スできるようなデータベースの構
築、運用も開始されている（注６）。
現状での本サービスの直接の加入
者は健康保険組合などが中心であ
るが、組合員である健診受診者が
自ら、自分の健康状態を認識し、
また健康状態の経年的推移から、
現在の状況や今後の変化を推測す
ることができる。さらに将来的に
は、このようなサービスとたと
えば電子カルテにある個人ごとの
疾患データとリンクすることによ
り、健康状態の経年変化とその後
の疾患との関係が把握できるよう
になるなども考えられる。
３‐２
個人ごとの疾患発症リスクの
予測〈処理系〉
　個人の健診情報が時間的・空間
的に一元管理されることは、たと
えば加齢に伴う体の変化を定量的
（注６）たとえば http://www.digi-beam.co.jp/demo/health_new/ など
　図表３　我が国のインターネット利用人口及び人口普及率の推移
平成16年「情報通信白書」（総務省）より
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に知るなどにより、本人の健康意
識の向上に大きく寄与すると考え
られる。しかしこれを単なる感覚
論に終わらせずに科学的で実際的
な効果に結びつけるには、蓄積さ
れた健康情報から個人ごとに疾患
発症の可能性を明らかにすること
が必要である。
　これに関し、九州大学は昨年 10
月に譁 NTT データとの共同研究
の成果として、個人の健診情報か
ら生活習慣病の発症可能性を予測
するシステムを開発した 11）。この
システムは Framingham 研究（注７）
による解析法を参考に、九州大学
が福岡県久山町で約 40 年間に渡
って行ってきた疫学調査データの
うち、最近の 12 年間、約 2,600 名
分を基にしている。久山町の調査
は、受診率（40 歳以上の全住民の
80％以上が健康診断を受診）、追
跡率（受診者の 99％以上を追跡調
査）、剖検率（死因を特定するた
めに死亡者の約 80％を解剖）など
が極めて高く、疫学データとして
現状で最高の精度を有している。
このデータから導出した疾患リス
ク算出式と、個々人の年齢・体重・
血圧・運動量・心電図・コレステ
ロールや血糖値などの健診データ
から、今後 10 年の間に生活習慣
病（脳梗塞・虚血性心疾患・糖尿病・
高血圧など）が発症する可能性を
予測するものである。従来からあ
る疫学データを基にした疾患発症
の予測システムの多くが、単一の
生活習慣病だけを対象にしている
のに対し、本システムは多岐にわ
たる生活習慣病の発症確率を、精
度の高い疫学データを基に個々の
受診者ごとに算出し、グラフや表
にしてわかりやすく示している。
　さらに健康診断情報とは別に、
個人の遺伝子情報と疾患の関係か
らリスクを把握しようとする研究
も進んでいる（注８）。これは幾つか
の生活習慣病に対して、発症との
関連性の強い遺伝子の特定を試み
るもので、結果が得られた暁には、
より高精度に個人と生活習慣病の
発症リスクとの関係が求められる
ようになる。予防医学のアプロー
チには大きく、地域や職域など集
団を全体で捉えるポピュレーショ
ン・ストラテジーと、個人に着目
し医療資源をリスクの高い者に集
中させるハイリスク・ストラテジ
ーがあるが、このような疾患発症
リスクの予測は後者を促進させる
ものである。これは本人にとって
の意義だけでなく、その個人が属
する集団にとっての医療資源の有
効活用にもつながることが期待さ
れる。
３‐３
健康増進活動の支援システム
〈出力系〉
　個人ごとに生活習慣病の発症リ
スクが判明しても、そこで留まっ
ていては不十分である。判明した
リスクの回避手段を知り、実際の
生活に反映するよう対処してこそ
真に効果が発揮されるのである。
しかし健康増進に関する専門知識
を十分に持たない多くの医療消費
者にとって、健康増進の必要性や
一般的対処法は理解できても、自
分の状態に合った具体的手段まで
わかっているわけではない。しか
も対処法の多くは長期に渡って継
続する必要があるが、直接的な身
体的不調を感じてない段階で個人
がそれを続けることは実際問題と
して相当に困難であり、中断や挫
折をしやすい。
　そこで、個人をマスで捉えるの
ではなく、一人ひとりの健康状態
や生活習慣に対応した、外部から
のきめ細かな支援が必要となる。
従来、そのようなサービスはきわ
めてコストがかかるものであった
が、IT の社会的浸透により、情
報を個人別に配信したり、個人か
ら情報を集めて対話する仕組みが
整備されてきた。たとえば利用者
一人ひとりにカスタマイズした電
子メールとパーソナル･ホームペ
ージを通じた１対１サービスによ
り、禁煙、節酒、運動、食事など
のプログラムを対話的に進め「健
康づくり」を実践するサービスが
ある（注９）。あるいは毎日の食事を
デジタルカメラで撮影しセンタに
送信することより、個人一人ひと
りに対し管理栄養士から食事の分
析結果や問題点・改善点などのア
ドバイスが得られるシステムも提
供されている（注 10）。
（注７）Framingham 研究とは、米国ボストン郊外のフラミンガム地区の
住民を対象に、1940 年代から行われてきた世界的に有名な疫学調査・研
究であり、主な研究目的は心血管系疾患の危険因子を探ることである。
（注８）遺伝子と疾患の関係を解明するための大掛かりな研究として、我
が国では文部科学省の「オーダーメイド医療実現化プロジェクト」がある。
（注９）たとえば http://www.sankenjin.ne.jp/ap/a/a0000.jsp
（注10） たとえば http://secure01.hs.kddi.ne.jp/shoku365.com/pro/index.html
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　これまでに述べてきた個人に向
けた健康増進活動支援の情報シス
テム相互の関係は、図表４のよう
に表すことができる。医療消費者
の健康増進に向けてこれらを活性
化させるための課題として、入力・
処理・出力の各系で以下に示す項
目が挙げられる。
４‐１
入力系
盧実証データの充実に向けた
　環境の整備
　治療に較べて健康増進活動の
取り組みが少ない背景には、緊
急性や必然性が相対的に低いとみ
なされがちなことに加え、先に述
べたように健康増進活動に要する
コストと医療費削減の関係が十分
に把握されていないことが挙げら
れる。その大きな原因として健康
増進活動の効果に対する実証デー
タの不足があり、本稿で述べた取
り組みはその対応策の１つである
が、現状ではまだ社会に浸透して
いる状態には至ってない。実証デ
ータの充実のためには、個別に実
施されている健康管理関連データ
の集約化、それを基にした健康増
進活動効果の疫学的検証などを推
進する必要がある。これらはいず
れも単独組織が短期的に実現でき
ることではないため、促進に向け
た環境整備が望まれる。将来的に
は長期に渡り継続してデータを収
集できるよう、図表５のような形
で社会システム化することも必要
であろう。
４‐２
処理系
盪 個人情報保護と研究推進のための
情報利用とのバランス調整
　健康増進も医療の１分野である
以上、本質的にプライバシーと深
く関わる個人情報を扱う。そのた
め情報の扱いには慎重を期すべき
4．活性化に向けての課題
　図表４　健康増進活動支援情報システムの相互関係と課題
　図表５　実証データの充実に向けた社会システムのイメージ
JAHIS資料をもとに作成
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であるが、一方であまりに個人情
報保護を強化しすぎると、研究発
展の障害となり社会全体の便益向
上に支障をきたすことになる。研
究の推進はもとより、個人のリス
ク把握を促進するためにも、個人
情報であっても一定の制約下での
利用は容認されなければならず、
そのためには、個人情報保護と研
究推進のための情報利用との間の
バランスについて、一定の社会的
合意の形成が必要である。
　さらにこの考え方を拡張したも
のとして、たとえば、約 30 万人
の DNA および血清試料から遺伝
子と薬剤の効果や副作用、病気と
の関係を調べる「オーダーメイド
医療実現化プロジェクト」では、
医学資料提供者に対して、本人へ
の直接的見返りは期待できないこ
とを明言し、むしろ後の世代への
貢献をうたっている 12）。このよう
な世代を超えて国民全体の便益向
上に寄与しようとする考え方を、
遺伝子研究だけでなく医療全体に
広げ、社会的に共有するよう働き
かけることも必要である。
４‐３
出力（利用）系
蘯ヘルスケア・サポーターの養成
　IT がいくら生活に浸透しつつ
あるとはいえ、個人をきめ細かく
支援するには限界があり、どうし
ても人間を介したアプローチが必
要である。さらに個人の健康増進
活動を生活に密着した視点から支
援できるのは、医療の専門家や行
政などの組織ではなく、家族など
身近にいる者である。しかしこの
ような者が常に各個人の近くにい
るとは限らない。特に、中高年に
なってからの発症が多い生活習慣
病に対しては、その前段である、
いわゆる働き盛りにおける健康増
進活動がもっとも必要とされるの
にもかかわらず、この世代はサポ
ートが十分でない状況にある。ま
た仮に身近に家族などの支援者が
いたとしても、必要な健康支援情
報を選択し、理解、提供できなけ
ればならず、常に適切な支援が期
待できるとは限らない。
　そこで社会的にこのような能力
を身に付けた人材（ヘルスケア・
サポータ）を多数、確保し、個人
を支援することが考えられる。ヘ
ルスケア・サポータにもっとも類
似する既存の職制は保健師である
が、多くの個人にとって身近な
存在となるには人数が十分ではな
い（注 11）。またヘルスケア・サポ
ータにとって医療に関する専門知
識は保健師ほどには必要ないと考
えられるが、一方で健康支援に関
する情報処理能力や、医療消費者
の日常の健康増進活動を支えるよ
う、緊密な意思疎通が図れるコミ
ュニケーション能力は、保健師以
上に求められる可能性がある。こ
のため新たな人材の養成も視野に
入れなければならない。実現策の
１つとして、保健師と連携して活
動することを前提に、意欲があり
一定のトレーニングを積んだ人材
をボランティアのような形で積極
的に活用することが考えられる。
5．おわりに
　我が国に比べて健康診断という
概念が希薄と言われている米国で
も、1979 年に策定された Healthy 
People を皮切りに、連邦政府とし
て幾つかの保健政策を継続的に展
開している。これらはいずれも肥
満や糖尿病というように対象を明
確にし、それぞれに対して予防と
いう観点から市民がいかに対処す
べきかを示すことが中心となって
いる。そのため当然、市民がアク
セスできるような情報整備の重要
性が認識されているが、それは単
なる情報提供に留まるものではな
い。たとえば 2001 年から始まっ
たHealtheir USではPocket Guide 
to Good Health for Adults13） と し
て、医師など専門家と正確なコ
ミュニケーションを促進する方法
や、日々の健康増進活動法、健康
データの記録法など、きめ細かな
対応が示されている。このような
米国の政策で着目すべきことは、
基本的に個人の取り組みを重視し
ていることである。
　我が国でも個人の健康増進活動
は、今後さらに重要性が高まると
考えられ、それを支援するために
幾つかの情報システムが開発され
ている。しかし健康増進活動に対
する経済的効果が十分には解明さ
れていないこともあり、まだ量、
質共に十分にサービスが広まって
いるわけではない。その一方で経
済的効果を検証するには、ある程
度のサービスの広がりが必要であ
る。このようなジレンマを打破す
るには、先駆的にサービスを試行
実施し、そこで得られた成果を展
開していくことが現実的である。
先駆サービスの実施主体として
は、将来の生活習慣病の基盤を形
成する可能性がもっとも高い働き
盛り世代が多いことや、調査・研
究上のコントロールのし易さなど
から、企業健康保険組合など勤労
者主体の組織が考えられる。
　今後、健康増進活動を一層、活
（注 11）厚生労働省の統計によると平成 14 年度時点での就業保健師
数 は 約 38,000 名 で あ る（http://wwwdbtk.mhlw.go.jp/toukei/youran/
indexyk_2_2.html　第２‐56 表）。
20
科学技術動向　2004 年 10 月号
性化させるには、社会の様々な
セクターからの積極的な参入が期
待される。そこでは個人生活とい
う極めて多様性に富む分野である
ため、行政による一律なサービス
よりも民間主導による多様で創意
あるサービスが求められよう。た
だしこのことは行政による過度の
直接的介入は避けるべきというこ
とであって、行政は一切、手を下
さないことではない。本稿の課題
の項で示した健康増進活動活性化
の基盤となる施策は、収益とは直
接には結びつきにくいものが多い
が、むしろこのような基盤整備に
こそ行政は積極的に注力すべきで
ある。
　行政がこのようなことに取り組
むことにより、健康増進に関する
情報収集が促進され、その結果、
健康増進効果が確認されると、さ
らに活動が活性化し情報が集ま
るという好循環の発生が期待され
る。それは単に経済的効果だけ
でなく、国民の QOL（Quality of 
Life）向上という真の福祉の進展
をもたらすことにもつながって行
くと考えられる。
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　夢の物質として登場したフロン
がオゾン層を破壊することが明ら
かになり、モントリオール議定書
とその改定による国際的協調に
よってオゾン層保護対策が進め
られてきた。その結果、図表１
上段に示すように、今世紀の成
層圏塩素濃度は、規制がなかっ
た場合と比べると大きく減少する
見通しになった。オゾン層問題は、
地球環境問題解決の最初の成功例
と言われ、過去の問題であるかの
ように言われるようになった。し
かし、残された問題も少なくない。
気候変動の影響やフロン以外の物
質の影響を考慮しつつ、注意深く
観測・監視を行う必要がある。
　紫外線の増加による皮膚がん
の増加予測を考慮すると目の前
の風景がかなり違って見えてく
る。図表１の下段には、オゾン
層破壊による皮膚がん患者増加
数が示されている。注目すべき
は、皮膚がんのピークの予測値
が2060年付近にあることである。
つまり、紫外線の影響が人の一
生に亘って蓄積するならば、こ
れから皮膚がん患者が増加する
ことになる。現在は、オゾン層破
壊による皮膚がん患者の増加速度
がピークに達しただけである。た
とえオゾン層破壊がピークを過ぎ、
緩和されるとしても安心すること
はできない。このような背景を踏
まえ、オゾン層の現状とオゾン層
研究の方向性を探る。
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　オゾン層の変化をもたらすもの
はフロンだけではない。成層圏で
塩素や臭素を放出するフロン類や
有機化合物、臭化メチル等に加え、
温室効果ガスであるN2Oが酸化
されたNOやNO2（NOx）、メタン・
水蒸気・水素等の水素化合物が酸
化されてできるOHやHO2（HOx）
は化学的にオゾンを破壊する。メ
タン自身はオゾンの破壊を妨げる
が、メタンが酸化されてできる成
層圏の水蒸気は「オゾンホール」
の原因である雲（極域成層圏雲）
の材料である。NO2 は、冬から春
の南極や北極ではオゾンホールを
和らげる働きを持っている。
　オゾン層を変化させるのは化
学変化だけではない。温室効果ガ
スが増加すると、地表面の気温は
上昇するが、成層圏より上では気
温が下がる。すると、南極オゾン
ホールは出来やすくなるが、高度
40km付近の上部成層圏ではオゾ
ン層破壊が緩和される。対流圏に
生じる大規模な波動（プラネタリ
ー波）の変化は対流圏や成層圏の
異常気象をもたらし、成層圏にお
ける熱帯上空から高緯度域へのオ
ゾンの輸送やオゾンホールの強さ
に大きな影響を及ぼす。このよう
に、気候変動によって起こる対流
圏と成層圏の変化はオゾン層の変
化をもたらす。逆に、オゾン層の
変化は気候変動をもたらす。火山
噴火による成層圏の硫酸エアロゾ
ルの増加もオゾンの減少をもたら
す。以上を図表２にまとめた。気
候変動については、一応現在進行
していると思われる方向を示した
が、気温低下以外はそれ程確かで
はない。
２‐１
２つのオゾン層破壊メカニズム
　化学反応によるオゾン層の変化
は、２つのオゾン層破壊メカニズ
ムによってもたらされる。その第
一は、フロン、ハロン等、成層圏
で塩素（Cl）や臭素（Br）を放出
する化合物が、気体同士の反応で
オゾンを破壊するメカニズムで、
1974年にモリーナとローランドが
理論的に予測したものである。第
二は、南極オゾンホールの中で起
こっているような、雲やエアロゾ
ルの表面反応が大きな役割を果た
す、不均一反応を含むオゾン層破
壊である。前者は高度 40km付近
の上部成層圏で重要であり、後者
は 15 ～ 20km付近の下部成層圏
で重要である。オゾン層の破壊に
対する寄与では後者が大きい。以
下、それぞれについて具体的に述
べる。
盧 気相反応による上部成層圏の
オゾン層破壊の機構
　フロン等が成層圏の短波長の
紫外線によって分解し、塩素原子
（Cl）を放出する。その塩素原子
がオゾンと反応して、一酸化塩素
（ClO）を生成し、ClOが酸素原子
と反応して酸素分子と塩素原子を
作る。この塩素原子が再びオゾン
と反応して…、というように連鎖
反応的にオゾンを破壊し、オゾン
と酸素原子を２個の酸素分子に変
えてしまう。この反応は気体の分
子やラジカル、原子のみが関わる
気相反応であって比較的単純であ
る。このメカニズムによるオゾン
層破壊は、酸素原子が多い上部成
層圏（高度 40km付近）で有効で
ある。しかし、このサイクルは無
限に回るのではない。塩素や一酸
化塩素はメタンや二酸化窒素との
反応などによってHCl や ClONO2
のような塩素を貯留する分子（貯
留物質）に取り込まれて活性を失
う。上部成層圏では、塩素の多く
はHClの形をとっている。ここで
は、塩素がオゾン層破壊物質、メ
タンや二酸化窒素はオゾン層破壊
緩和物質である。
　触媒反応サイクルにおいて、Cl
をNOで置き換えても同じような
触媒反応サイクルが可能である。
1970年代始めに成層圏を飛行する
超音速ジェット機計画を断念させ
たのはNOによる触媒反応サイク
ルであった。このサイクルは高度
2．オゾン層の変化をもたらすもの
　図表２　オゾン層の変化の要因とそれに伴うオゾンの増減
＋；成層圏オゾンを増加させる要因　－；成層圏オゾンを減少させる要因
オゾン層変動要因 上部成層圏（約40km）
中部成層圏
（約30km）
下部成層圏
（約20km以下）
物質
フロン、ハロン等 － － －
NOx（N2Oより生成） － － ＋
HOx － － －
メタン ＋ ＋ ＋
水蒸気 －
気候変動
成層圏気温低下 ＋ －（春季極域）
対流圏界面上昇（低下）
対流圏の大規模波動
強度低下（増大）
－（＋）
火山噴火起源成層圏エ
アロゾルの増加
＋ －
－（＋）
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30km付近の中部成層圏で最も有
効に働く。この場合、NO2 はオゾ
ン層を破壊する役割を果たす。
盪 南極オゾンホール等に見られ
る不均一反応を伴う下部成層
圏のオゾン層破壊の機構
　第二のオゾン層破壊メカニズム
は、オゾンホールの中で典型的に
起こっているような、気体だけで
なく、液体や固体の雲やエアロゾ
ルの表面で起こる「不均一反応」
を含んだメカニズムである。不
均一反応は、オゾンホールや火山
噴火起源の成層圏エアロゾルによ
るオゾン層破壊、絹雲によるオゾ
ン層破壊のメカニズムとして知ら
れているが、ここではオゾンホー
ルのメカニズムについて紹介す
る。南極や北極では、冬から春に
かけて成層圏の強い西風（ジェッ
ト気流）が極を取り巻くように吹
く。これは極渦と呼ばれるが、南
極では南極大陸の２倍以上の面積
が極渦の内部になる（日々の極渦
については、国立環境研究所の極
渦予測ホームページ 2）を参照）。
極渦の内部と外部の空気は余り混
合しないため、極渦内部の気温が
低下して約－78℃（195K）以下
になると、極域成層圏雲（Polar 
Stratospheric Clouds；PSC）とい
う成層圏の雲が発生する。そこ
では、オゾン層破壊をもたらす触
媒サイクルを停止させた貯留物質
HCl や ClONO2 が、PSCの表面で
塩素分子に変化する。春になり光
が当たると塩素分子が分解して塩
素原子が発生し、再び触媒反応サ
イクルによってオゾンを破壊し続
ける。そして、オゾンがほとんど
なくなるまで続く。
　このメカニズムのオゾン層破壊
は、もともとオゾンの多い下部成
層圏で寄与が大きい。従って、成
層圏の塩素濃度がピークに近い
濃度で高止まりしている現在の
ような状況では、成層圏の気温が
下がってPSCが出来る気温であ
る約－78℃（195K）以下の領域の
面積が増えればオゾンホールの面
積が拡大する。また、成層圏の水
蒸気が増加すれば、同じ気温でも
PSCが発生し易くなる。更に水蒸
気の増加は成層圏の気温を低下さ
せるため、二重の意味でオゾンホ
ールを強める要因になる。
　北極の場合には、PSCができる
気温が広範囲に広がるかどうかが
その年によって大きく異なる。南
極ほど気温が下がらないのは、極
渦が弱く、蛇行しやすいからであ
る。時には、極渦が分裂して、極
渦内の空気が中緯度に広がること
もある。そもそも、極渦自体が北
　図表３　オゾンの生成及びフロンから放出さ
  れた塩素原子による気相触媒反応サ
イクルのメカニズム
このサイクルは、塩素原子や一酸化塩素が貯留物質に変換さ
れることにより停止する。
　図表４　オゾンホール内でのオゾン層破壊メカニズム
早春
日光
南極オゾンホール
極域成層圏雲（ｔ<-78℃）；PSC
PSC上
ClONO2+HCl　→　Cl2+HNO3
ClONO2+H2O　→　HOCｌ+HNO3
PSC表面での
貯留物質中の塩素の再活性化
Cl2　→　2Cl
→Cl原子による
オゾン破壊
触媒反応サイクル
HNO3　&　H2O
南極
南極
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極海の上空に停滞しているのでは
なく、北ヨーロッパの上空やシベ
リアの上空、時にはロンドンやパ
リの上空にまで広がる。極渦が分
裂した片割れが北海道上空に来る
こともある。そのように中緯度と
の相互作用が強いので、極渦内部
の空気も暖められやすい。極渦が
蛇行する原因は、対流圏で発生し
て成層圏に伝わる地球規模の大気
波動（プラネタリー波）のためで
ある。プラネタリー波は、アルプ
ス、ヒマラヤ、ロッキーなどの大
規模山脈の存在や大陸と海洋が交
互に分布することなどによって出
来る対流圏の波動が成層圏に伝播
してできるため、北半球のほうが
南半球よりはるかに強い。このよ
うに、極域の成層圏の気温が高い
ために、北極では南極オゾンホー
ルほどのオゾン層破壊は起こって
いなかった。
　南極オゾンホールもプラネタリ
ー波の影響を受けるが、北極に比
べるとずいぶん弱く、毎年オゾン
ホールができる。しかし、2002年
にはプラネタリー波の活動が極め
て強く、極渦が強くゆがみ、南極
域の成層圏の気温も高く、オゾン
ホールも早く消滅した。このよう
な現象は「成層圏の異常気象」と
いうべきものであって、「オゾン
層の回復の兆候」ではない。現に、
2003年には史上２番目に面積の大
きなオゾンホールが観測された。
２‐２
気候変動と成層圏オゾン
　気候変動と成層圏オゾンの関係
には大きく分けて、
蘆 成層圏オゾンの減少が気候に及
ぼす影響（対流圏の寒冷化）
蘆 気候変動がオゾン層破壊に及ぼ
す影響（多様。成層圏異常気象
の増加があり得る）
　がある。この２つの間にはフ
ィードバック効果があるが、取り
あえず分けて考える方が理解し易
い。気候変動の主な要因として、
二酸化炭素、メタン、N2Oは当面
増加を続け、対流圏を温暖化させ、
逆に成層圏を寒冷化させる。成層
圏の気温が下がるのは、温室効果
ガスの増加によって宇宙に放射さ
れる赤外線が増加し、熱を放出す
るからである。フロンはオゾン層
破壊物質であると共に今後減少に
向かう温室効果ガスである。代替
フロンであるHFC・PFC、及び
SF6 はオゾン層を破壊しない室温
効果ガスであるが、今後の増減は
対策に依存する。気候変動がオゾ
ン層破壊に及ぼす影響はあまり良
く分かっていないが、大気の流れ
の変化によるオゾン分布の変化、
成層圏への水蒸気の輸送量の変
化、成層圏の異常気象の増大を通
して成層圏オゾンに影響を及ぼす
と考えられる。以下、具体的に述
べる。
盧 フロン及びオゾン層の変化が
気候に及ぼす影響
　成層圏オゾン層がフロンによっ
て破壊され、下部成層圏オゾンが
少なくなった場合、オゾンは赤外
線や紫外線を以前ほど吸収できな
いため気温が下がる。このため、
対流圏界面での下向きの赤外線が
減少して対流圏が以前より冷える
ことになる。つまり、対流圏が寒
冷化することになる。しかしこの
効果はフロンによる温暖化より効
果は小さく、フロンの放出は正味
の温暖化をもたらす。逆に、フロ
ンが減少するとオゾン層が回復し
て対流圏の気温を上昇させる要因
が生ずるが、フロンによる温暖化
の効果は減少する。但し、代替フ
ロン、特にHFC、PFCの増加に
よる温暖化の効果も合わせて考え
る必要があり、今後どれだけ温室
効果の小さな物質によってフロン
の代替を行えるかによって、今後
の正味の温暖化の程度が決まる。
盪 気候変動がオゾン層に及ぼす
影響
　気候変動は地球システムのほと
んど全てに影響を及ぼすため、オ
ゾン層に対する影響は多様であ
る。ここで重要と考えられるもの
をあげる。
蘆 温室効果ガスの増加による対流
圏の温暖化と成層圏の寒冷化；
成層圏気温の低下による南極オ
ゾンホールの長期化及び北極オ
ゾンホールの出現の可能性（但
し、成層圏気温の低下によって
上部成層圏ではオゾンは増加す
る）。
蘆 気候変動による、地球規模の波動
（特にプラネタリー波）の変化に
よる成層圏異常気象の頻度・強
度の増大の可能性、それに伴い成
層圏オゾン層の異常が増大する
可能性。大気の流れの変化によ
るオゾン分布の変化の可能性。
蘆 成層圏の化学、放射環境を変
化させる物質の成層圏への流入
（及び流出）の変化、特に水蒸
気と水蒸気の前駆物質（メタン、
水素等の水素化合物）、N2O、
塩素・臭素化合物、成層圏エア
ロゾルの前駆物質（二酸化イオ
ウ、OCS等が重要である）。
蘆 成層圏オゾンの対流圏への流入
量の変化（将来増大するとのモ
デル計算結果がある）。
蘯 オゾン層と気候変動の関係に
関する国際的な研究動向
　オゾン層は成層圏の熱源であり、
成層圏から中間圏にかけての気温
の鉛直分布を決定している。この
ことは、成層圏の化学だけではな
く、成層圏の気候、気象を決定し
ていることになる。従って、オゾ
ン層の変化は成層圏の気候、気象
に影響を及ぼすことになるが、成
層圏は大気全体の気候システム
の一部であるので、対流圏の気
象、気候を変えることになる。世
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界気候研究計画（WCRP）の中に
SPARC（Stratospheric Processes 
and their Role in Climate）という
プロジェクトがあり、成層圏の変
化（オゾン層破壊や水蒸気の増加、
気温の低下）と気候変動の相互作
用という観点から国際的な研究協
力が行われている。
　対流圏界面という成層圏の
下端がそれ程単純なものではな
いということが分かってきて
おり、化学的にも、気象力学の
上でも特徴のある大気の領域と
して、上部対流圏・下部成層圏
（Upper Troposphere and Lower 
Stratospher；UTLS）という研究
領域が出来てきている。熱帯域対
流圏界面での水蒸気の輸送からの
興味に加え、絹雲が関与したオゾ
ン層破壊、航空機排ガスによる温
暖化とオゾン層破壊、成層圏から
対流圏へのオゾンの流入とその逆
過程などが起こっている領域とい
うこともあって、SPARCの中で
も重要な研究領域とされている。
3．観測されたオゾン層の変動とトレンド
３‐１
全球的なオゾン全量
　図表５に、1960年代半ば以降の
オゾン全量を示す。ここで、オゾ
ン全量の単位について触れる。オ
ゾン全量は、地上から大気上端ま
でのオゾンを１気圧（０℃）に圧
縮した時の厚さで表される。全球
平均で約３mmであるため、オゾ
ン層を「厚さ３ミリの宇宙服」と
呼ぶこともある。オゾン全量観測
の精度は３桁あるため、「オゾン
層の厚さを cmで表して 1,000 倍
した」単位が使われてきた。こ
の単位は、「ドブソン単位（DU）」、
あるいは「m atm-cm（ミリアト
モスフェアセンチメートル）」と
呼ばれる。オゾン全量の地球平均
値は300DU（m atm-cm）となる。
図表５に戻る。1980 年から 1990
年にかけてほぼ単調にオゾン全量
が減少している。その後、1992～
1993年にはオゾン全量観測が始ま
って以降最小のオゾン全量（1980
年以前より５％減少）が記録され
た。これは、1991年６月に噴火し
たピナツボ火山の影響であったと
考えられている。その後、オゾン
全量は 1999 年頃まで一旦増加に
転じ、1997 ～ 2001 年の平均値は
1980年以前に比べて３％の減少で
あった。
　図表６に示すように、地域別、
季節別に見ると、1980年以前（1964
～ 1980 年の平均）と比較した最
近５年（1997 ～ 2001 年）の間の
オゾン全量の減少は、北半球中
緯度と南半球中緯度ではそれぞれ
３％及び６％であるが、北半球で
は冬から春にかけてオゾン減少が
大きいのに対して、南半球では年
間を通して同程度のオゾン減少が
見られる。
３‐２
上部成層圏オゾンの
「回復の始まり」の検出
　図表１に示したように成層圏の
塩素濃度が 1997 年頃をピークに
緩やかに減少していることが推定
されるため、最近、観測データに
基づいて「オゾン層の回復」を検
　図表５　オゾン全量の長期変化
偏
差
(%
)
2
0
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-6
1965 20001970 1975 1980 1985 1990 1995
年
90°S-90°N
地上観測データ
TOMS緯度平均
SBUV-SBUV/2
統合衛星データ
NIWA同化データ
季節変化、太陽活動、準２年周期変動（QBO）といった自然要因によるほぼ周期的なオゾン
変動を除去したときの変化。５種類の測定手法・解析手法によって得られたデータを図示１）。
　図表６　 1980 年以前※1 から最近５年（1997 ～ 2001 年）の間のオゾ
ン全量の減少１，３）
年間 冬～春 夏～秋
全球平均 ３％
熱帯域（25°N～ 25°S） 有意な減少なし 有意な減少なし 有意な減少なし
北半球中緯度（35°N～ 60°N） ３％ ４％ ２％
南半球中緯度（35°S～ 60°S） ６％ ６％ ６％
※１    1964 ～ 1980年の年間、冬～春、夏～秋のオゾン全量平均値
※２     季節変化、太陽活動、QBOといった自然要因によるほぼ周期的なオゾン変動を除去し
たときの変化
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出しようとする研究の流れが出て
きた。検出が最も容易な高度領域
は、不均一反応がない上部成層圏
である。米国NASAの研究者ら
は上部成層圏に注目し、衛星セン
サーのオゾンと塩化水素（HCl）
の濃度データを解析した。そして、
1997 年以前にはHCl 濃度が直線
的に増加（オゾン濃度が直線的に
減少）していたが、1997年以降は
HCl 濃度の増加（オゾン濃度の減
少）が緩やかになり始めたことを
発表した。これが「オゾン層の回
復の第一歩」の検出であると主張
している５）。
３‐３
南極オゾンホールの推移
　図表７に、1979 年から 2003 年
までのオゾンホールの面積（オゾ
ン全量が 220DU以下の面積）及
び最低オゾン全量（日々のオゾン
全量最小値の年間最小値；すなわ
ち、その年のオゾン全量最低値）
を示す。2002年は成層圏の気温が
高く、オゾンホールの面積が小さ
く、最低オゾン全量も大きかった。
これは、成層圏の大規模な波であ
るプラネタリー波が異常に強く、
そのために極渦が変形して、極渦
内に極渦外の空気が流入しやすく
なり、極渦内の気温が高くなって
オゾン破壊が起こりにくくなった
ことによる。2003 年は 2002 年と
は逆に、2000 年と同程度の大き
なオゾンホールになり、最低オゾ
ン全量も小さかった。最低オゾン
全量は 1993 年ごろからほぼ一定
であるが、オゾンホールの面積は
1995年以降も増加している。ただ、
オゾンホールは極渦の内側と同じ
位の大きさになっており、更に面
積が拡大する余地は小さい。
３‐４
北極の「オゾンホール型」
オゾン層破壊
　北極の冬～春季の極渦内では、
南極オゾンホール内とほとんど
同様のオゾン層破壊反応が進行し
ており、例えば 2000 年には高度
約 18kmで 70％以上のオゾンが失
われた。図表８は、1979 年から
2003 年までの北緯 60度以北の３
月～４月の平均オゾン全量の推移
である。1990年代に大きく減少し、
その後若干の回復が見られるが、
年毎の変化が激しく、長期変化を
云々することは困難である。
　図表７　 オゾンホールの面積（上段）、オゾンホール内最低
オゾン全量（下段）の推移（1979 年～ 2003 年）４）
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３‐５
地上太陽紫外線量の変化
　地上における太陽紫外線量は、
オゾン全量の他、雲量によって大
きな影響を受ける。日本における
精度の高い紫外線観測は 1990 年
あるいは 1991 年に始まったばか
りであり、更にピナツボ火山の影
響で 1993 年頃にオゾン濃度が低
下したため、長期傾向を捉えるの
は困難である。南半球ではピナツ
ボ火山噴火の影響が少なく、1990
年代にオゾン全量が単調に減少し
てきた。図表９はニュージーラン
ドにおける地上紫外線とオゾン全
量である。オゾン全量の減少と良
い相関を持って地上紫外線が増加
してきており、かなり注意を要す
るレベルに達している。
まる時期が 2000 年付近ではなく
2010年代まで遅れるが、ほぼ図表
１のシナリオから単純に予測され
るオゾン層の回復が見込め、北極
域についても気候変動が原因で北
極にオゾンホールが出来るような
ことは起こらないということにな
った。ただ、現在の成層圏化学気
候モデルは、「その他の要因」の
影響を十分に取り込んでいない
等、発展途上にあることに留意す
る必要がある６）。
　また、２次元モデル（緯度と
高度の２次元）によって計算さ
れた地球規模のオゾン層の将来予
測も、ほぼシナリオ通りのオゾン
層の回復が見込めると予想してい
る１）。しかし、ここで使用された
モデルの多くでは、水蒸気の増加、
成層圏気温の低下、極域の力学‐
化学過程等が十分に取り扱われて
おらず、更に改善の余地がある。
　図表９　ニュージーランドのローダーにおける夏期の
 オゾン量（上）と紫外線量（下）１）
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4．オゾン層の将来予測
　2002 年のWMO/UNEP のオゾ
ン破壊科学アセスメント１）におい
て、現在のオゾン層保護のための
規制シナリオ、二酸化炭素やメタ
ン等の温室効果ガスのシナリオを
基に、「化学気候モデル」と呼ば
れる気候変動の効果も含む３次元
モデルを用いて、オゾンホールと
春季北極域のオゾン全量を予測し
た。その結果は、南極オゾンホー
ルについてはオゾン層の回復が始
5．未解決の問題と課題
　オゾン層研究はかなり成熟した
研究分野であり、データ解析に使
用されるモデルも観測値を良く再
現している場合が多く、精密科学
の様相を呈している。しかし、下
記のような解明しきれていない問
題があり、次のような課題が残さ
れている。
① 「シナリオ通りにオゾン層は
回復しているか？地上紫外線は
シナリオ通り減少に転じている
か？」について観測・監視を継
続し、将来予測からのずれがあ
ればそれを検出すること。
② フロン等以外の「その他の要因」
によるオゾン層破壊要因の影響
を解明すること。「その他の要
因」とは、成層圏の水蒸気の増
加、成層圏気温の低下、N2Oの
増加、気候変動による大気の循
環や波動の変化等である。
③ 成層圏‐対流圏相互作用の将来
予測、成層圏変化の対流圏化学
への影響を解明すること。
④ 「紫外線の影響はどの程度蓄
積され、どの程度修復されるの
か？　皮膚がんは本当に 2060
年まで増え続けるのか？」とい
う問に答えること。
28
科学技術動向　2004 年 10 月号 オゾン層の現状とオゾン層研究
29Science & Technology Trends   October  2004
特集2
　オゾン層研究が本格的にスタ
ートしたのは 1920 年代にドブソ
ンがオゾン全量を測定する分光
計（ドブソン分光光度計）を開発
し、オゾン全量の緯度分布を測定
した頃である。オゾン層観測研究
はこの後、国際地球観測年（1957
年～ 58 年）を契機としたドブソ
ン分光光度計やオゾンゾンデ（気
球）観測の充実、1979 年の米国
による衛星センサーTOMSの打
ち上げ、1984 年～ 86 年の南極オ
ゾンホールの発見とその解明の
ための集中観測、北極におけるオ
ゾンホール型のオゾン層破壊の解
明のための集中観測を通して大き
く進んだ。更に、1991 年の米国
の Upper Atmosphere Research 
Satellite（UARS）の打ち上げ、同
年 の Network for the Detection 
of Stratospheric Change（NDSC）
の発足、1996 年の日本のADEOS
の打ち上げ等により充実してき
た。今後５年程度は、2002年に打
ち上げられた欧州のENVISATと
2004 年に打ち上げられた米国の
EOS AURAに搭載された衛星セ
ンサーが最大のデータ供給者にな
るのは間違いない。
　オゾン層研究の目的は、当初は
オゾンの緯度分布の理解、輸送の
トレーサーとしてのオゾンの挙動
を解明すること、そして成層圏の
輸送モデルを検証することであっ
た。要するに気象学の対象であっ
た。1974年のモリーナとローラン
ドによるフロンを原因とするオゾ
ン層破壊の発見、1984 年～ 86 年
の南極オゾンホールの発見、1988
年の北半球中緯度でのオゾン減少
トレンドの確認を契機として、地
球環境問題としてのオゾン層研究
が盛んになった。この中で最もイ
ンパクトが大きかったのは「南極
オゾンホール」であった。
６‐１
欧米の南極オゾンホールへの
取り組み及びそれ以降の
オゾン層研究
　米国の対応は素早かった。
NASAを中心とする国家プロジェ
クトによる、1986年の先駆け的な
小規模な地上観測及び 1987 年の
航空機を中心とする大規模な集中
観測によって、
蘆 「南極オゾンホール」の主な原
因はフロンから放出された塩素
原子である、
蘆 「南極オゾンホール」内のオゾ
ン破壊のメカニズムでは、極域
成層圏雲（PSC）粒子表面での
不均一反応が中心的な役割を果
たしている、
ことを基本的に解明してしまっ
た。今年のブループラネット賞を
受賞したスーザン・ソロモンは、
不均一反応によるオゾンホールの
メカニズムを提唱し、更に 1986
年の観測の遠征隊長として集中観
測を主導した。彼女は理論的に主
導しただけでなく、南極の屋外で
凍えながら自身で観測を行ってい
る７）。米国の科学者や支援部隊は、
問題の深刻さから来る使命感、「オ
ゾンホールの原因の解明は米国が
やらねばならない」という使命感、
知的興奮も相まって、戦場にいる
ような、あるいはオリンピックの
団体戦を戦っているようなチーム
魂でつながっていたのではないか
と想像される。この過程で、全米
科学財団（NSF）はNASAと共に、
研究者のオープンなフォーラムを
作ること、機動的な予算を確保す
ることにおいて大きな役割を果た
した。
　これに対して欧州では、1987年
当時から「南極は米国が不退転の
決意でやっているので競合しな
い、欧州は北極をやることになっ
た」と研究者が言っているのを筆
者自身聞いていた。米国ほど素早
くはなかったが、欧州各国が得意
技を出し合って一体となって集中
観測を行う体制を作り、EUとし
ての予算措置と各国の予算が組み
合わされた。そして、1991年から
2000 年にかけて４回の欧州集中
観測を行った。この間、英国ケン
ブリッジ大学のモデル研究者ジョ
ン・パイルがリードする体制が有
効に働いた。また、ノルウェーに
欧州集中観測全体のデータセンタ
ーが置かれ、観測データと共に、
モデル計算結果や補助データ、解
析ソフトウェアが使いやすい形で
常備されていた。単純化すれば、
米国においても欧州においても、
「オゾンホール以前」のオゾン層
研究は「個人戦」がほとんどであ
ったのに対し、「オゾンホール以
降」は「団体戦」が大きな役割を
果たすようになったと言える。
　1991 年に米国の高層大気研究
衛星（UARS）が打ち上げられ、
1990 年代のオゾン層データの主
要な供給源となった。衛星観測
の中心は団体戦であるが、個人
戦を戦う「データユーザー」と
いう広い裾野が形成された。衛
星と相補的な、研究者が主体の
地上からの遠隔計測ネットワー
クが 1991 年に発足した。「成層圏
変化検出ネットワーク（Network 
for the Detection of Stratospheric 
Change; NDSC）」である。レーザ
ーレーダー、マイクロ波、赤外、
可視／紫外分光計を中心とする研
究者を主体とするネットワーク
で、衛星観測と気象観測としての
オゾン観測の両者を補完するユニ
ークな長期観測が行われてきた。
現 在、ENVISAT や EOS AURA
6．オゾン層研究における日本のアプローチと欧米のアプローチ
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の検証に活躍しているが、長期の
観測予算がとれない、関連研究予
算も縮小しているという問題に直
面している。
６‐２
日本のオゾン層研究
　1980 年代までの日本のオゾン
層研究は、気象庁による気象観測
としてのオゾン観測、大学等にお
ける気象力学的な立場からの成層
圏力学の理論的研究、超高層大気
の研究の立場からの観測研究を中
心として行われ、成層圏突然昇温
の解明、南極オゾンホールの発見
の一端を担う等の成果をあげてき
た。世界的にもそれ程組織的に研
究が展開されていなかったため、
相対的には我が国の研究者の貢献
は大きかった。オゾンホールの発
見を機に、米国と欧州の研究体制
は一新され、組織的な研究（団体
戦）が行われるようになった。残
念ながら、この時点で日本は機動
的に組織的な研究を展開できなか
った。「個人戦だと思ってフィー
ルドに出たら相手は団体戦をやっ
てきて粉砕された」という訳では
ない。分かっていたが我が国では
団体戦が組めなかった、あるいは
組まなかったということである。
南極や北極が「遠かった」という
のも１つの理由である。また、省
庁別に予算が出ており、個別にあ
る程度予算が確保できて、オール
ジャパンの団体戦を組まなくても
それなりに研究ができたこともあ
る。米国、あるいは欧州との共同
研究で一翼を担うという選択をし
た、せざるを得なかったという側
面はあるが、米国と欧州が「自ら
の問題」として早い時期に「団体
戦」の体制を組んでしまった状況
においては、結果としては妥当な
選択だったと言える。また、成層
圏観測研究における優先度の観点
から、ADEOS衛星センサー、特
に ILASに重点が置かれたという
ことで、それも的を得た選択であ
ったと言える。そして、下記のよ
うな多くの成果があがった。
蘆 衛星観測；ADEOS（和名「み
どり」）に環境省のセンサー
ILASが搭載され、約８ヶ月の
観測期間中に、北極域のオゾン
ホール型のオゾン破壊速度、オ
ゾン破壊と極域成層圏雲や窒素
酸化物の関係等について総合的
なデータを取得し、海外を含む
多くの研究者による解析のため
に提供され、重要な科学的知見
が得られた８）。
蘆  NDSC への貢献等の長期観測
データの蓄積；国立環境研究
所が 1988 年以来オゾンレーザ
ーレーダーによるオゾン鉛直
分布の観測を続けている他、名
古屋大学太陽地球環境研究所
が母子里、陸別でFTIRや可視
分光計による塩素化合物、窒
素化合物の観測、気象研究所
や通信総合研究所（現情報通信
研究機構）によるカナダ、ニュ
ージーランドでのエアロゾル
レーザーレーダー観測が行わ
れた。南極域では、国立極地研
究所を中心とする昭和基地に
おける成層圏観測が重要であ
る。オゾンホールの発見に大き
な役割を果たす観測を行った。
北極域では、国立極地研究所
等のスバールバル諸島ニオル
センにおけるPSC観測、名古
屋大学や東北大学、情報通信
研究機構等によるアラスカに
おけるエアロゾルや成層圏微
量成分の観測が行われている。
また、国立環境研究所等によ
って 1995 年以来、欧州の北極
域オゾン集中観測への参加や
ロシアとの共同研究が実施さ
れた９）。
蘆 観測機器開発においては、ミリ
波・サブミリ波による観測の技
術において日本は欧米と対等に
競う水準に達している10）。また、
レーザーレーダー（ライダー）
の開発や利用、気球や航空機搭
載用のエアロゾルセンサーや窒
素酸化物センサー等の開発も高
く評価されてきた。
蘆 北海道大学、京都大学、九州大
学等による、UARSのデータの
解析など、成層圏の力学に関す
る解析の進展があった。
蘆 オゾン層の将来予測モデルの開
発においては、1990年代始めか
ら、当時は計算時間の点から実
用的でないとされていた３次元
　図表 10　衛星、飛翔体および地上からのオゾン層の観測手法
人工衛星
（後方散乱法）
人工衛星
（赤外・ミリ波発光法）
人工衛星
（掩蔽法）
赤外・ミリ波放射計
レーザー
 レーダー
成層圏
オゾン層気球・
オゾンゾンデ
航空機直接測定
分光光度計
（紫外/可視光・赤外光）
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モデルを目指し、CCSR/NIES
大循環モデル（GCM）をベース
にした成層圏化学モデルを開発
する「先回り戦略」を採った。
このことが功を奏し、WMO/
UNEPの 2002年のオゾン層破壊
科学アセスメントで、「最も進ん
だモデル計算結果」の１つとし
て扱われる成果をあげた６）。こ
のことは、CCSR/NIES 大循環
モデル本体を開発する大きなグ
ループが存在したことによって
可能となった。
　たとえ省庁別の予算であっても
「ある程度の予算」ではなく、「十
分な予算」が注ぎ込まれていれば、
そして、ミッションに対してフ
ルタイムで取り組む数名の研究者
がいれば、数十名のチームを作る
ことが可能になり、日本でも「団
体戦」を展開できると思われる。
ADEOS衛星の ILASチームはそ
の一例であった。８ヶ月という短
寿命に終わり、ADEOS‐II も短
寿命に終わってしまったことが残
念でならない。ILASはそもそも
高緯度域の観測に特化した衛星セ
ンサーだったので、ILASチーム
にとって極域は「遠く」なかった。
予算にも「ミッションに対してフ
ルタイムの研究者」にも恵まれて
いた方であろう。
　しかし、もう一度オゾンホー
ルのような問題が生じた場合、１
年で国家プロジェクトを立ち上げ
られるか、という問題は残る。結
果として妥当な選択であったと
しても、日本の研究者が集まっ
て知恵を絞って議論した結果の選
択ではなかった。それぞれが、各
省庁から予算を獲得する中での選
択であった。研究分野や省庁の垣
根を乗り越えることのできるオー
プンなフォーラムが出来ていなか
ったという問題があったが、これ
が現在克服されていることが重要
である。学会や国際研究計画の日
本委員会等、オープンなフォーラ
ムとして生かせる場はいくつもあ
る。これらの可能性を生かせるよ
うに、研究者自身が進化している
必要がある。現在は、総合科学技
術会議があり、「イニシャティブ」
という省庁を越えた連携が可能で
あるという点では 1986 年当時よ
り前進している。同時に、総合科
学技術会議にある程度の予算の裏
付けがないと研究の機動性の確保
が困難であるという問題は依然残
っている。
7．我が国のオゾン層研究の発展に向けて
　欧州のENVISAT、米国のEOS 
AURAという成層圏センサーを
搭載した衛星がデータ取得を始
めた中で、独自の成層圏衛星セン
サーを持たない我が国の観測研究
者、解析研究者にとって選択肢は
少ない。短期的には得意な技術を
生かした「国際協力」の中で研究
を進め、長期的には自ら長期に蓄
積したデータで勝負することにな
るであろう。モデル研究者は、ス
ーパーコンピュータの利用や地球
シミュレーターの利用が可能であ
り、研究者層も厚いので十分な成
果を期待できる状況にある。
　本年４月には東京で第２回地球
観測サミットが開催された。地球
観測の 10年計画が作成されよう
としている。我が国では、総合科
学技術会議に地球観測調査検討ワ
ーキンググループが置かれ、「地
球環境部会」でオゾン層観測を含
めた地球環境観測の長期計画がと
りまとめられつつある。政府にお
ける積極的な取り組みをきっかけ
としつつ、「未解決の問題」にしっ
かり焦点を当て、国際協力と長期
的な取り組みをねばり強く続ける
ことが重要である。オゾン層破壊
については、「回復するか否か」で
はなく、「シナリオ通り回復して
いるか」が重要であり、それを監
視できる戦略的な体制を整備する
ことが必要である。この観点から、
観測を中心に以下の提言を行う。
① フロン等のモントリオール議
定書規制物質以外の「その他の
要因」がオゾン層に及ぼす影
響を評価し、将来予測モデルに
組み込んでモデルを高度化す
ること。
② オゾン層がフロン等の削減シナ
リオに基づく予測どおりに回復
するか否かを監視するために、
研究者の関与が不可欠な高度な
観測を含め、オゾン層の変化を
長期に観測することをサポート
する予算・体制を整備すること。
③ 長期観測データの保存、観測対
象物質量・物理量の変動や長期
変化の解析、将来予測モデルや
モデルの実行結果の蓄積及びデ
ータ活用の支援を行う体制（デ
ータセンター）を、安定した予
算措置を伴って確立すること。
④ 成層圏と対流圏の物質濃度と気
象要素を、同時にしかも分離し
て観測する大気化学衛星センサ
ーは、成層圏オゾン層の監視、
及び広域大気汚染とそれに基づ
く対流圏大気質の変化の監視、
更に対流圏と成層圏の相互作用
に関する情報の取得が可能にな
る有望なセンサーである。この
ことを踏まえ、その実現を目指
すこと。
　また、南極オゾンホールのよう
な新しい環境問題の出現に機敏に
対応できるようにするためには、
研究者のオープンなフォーラム
を、機動的に対応できる予算を伴
って形成できるような体制整備が
不可欠である。
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　人類の活動が小さな集落内から
国家レベルさらには地球レベルに
まで広がり、宇宙開発や利用が本
格化した今日においては、人類の
生存や活動が太陽活動、地球磁気
圏、宇宙飛行物体など、地球の外
部に広がる宇宙環境と密接に関係
しているという認識が高まってき
ている。
　本稿では、地球を取り巻く宇
宙環境の変動を監視する上で、代
表的な観測対象として、宇宙天
気、宇宙デブリ、地球近傍小惑星
（NEA）などの研究動向を紹介し、
今後求められる政策の提案を行い
たい。
特集膠
宇宙環境観測・変動監視の研究動向
総括ユニット　辻野　照久
1．はじめに
2．宇宙天気
２‐１
宇宙天気と宇宙天気予報
　「宇宙天気」とは、宙空領域（電
磁圏‐大気圏）での宇宙利用活動
に最も影響のある宇宙放射線、電
磁プラズマなどの環境変動を地上
での雨や風などの気象現象にたと
えたものである。
　2003 年 10 月 23 日以降、太陽
表面に最大級の黒点が出現し、フ
レアと呼ばれる大規模な爆発現象
が連続して発生し、地球が激しい
磁気嵐に見舞われた。同時に、通
信や放送の障害、電子機器の誤動
作、人工衛星への影響、カーナビ
にも使われる衛星利用測位システ
ム（GPS）の障害などの警報が米
国海洋大気庁（NOAA）から出さ
れた。太陽風中の衝撃波は 10月
24日 15時 25分（世界標準時）に
地球磁気圏境界に到達し、およそ
15 分後に極域では最大級のオー
ロラが発生し、計測された磁場変
動は 2,000nT（ナノテスラ）にも
及んだ。（極域の地磁気はおよそ
50,000nT、通常のオーロラでの磁
場変動は 500nT程度）
　宇宙空間においてこのような現
象が起こるメカニズムはおおむね
図表１に示す太陽活動と地球磁気
圏の相互作用として理解されてい
る。今日では、宇宙天気の変動メ
カニズムの解明が進み、日常の
観測体制の整備とデータの蓄積
を通じて、宇宙天気の変化がある
程度予想できるようになってきて
いる。これを「宇宙天気予報」と
いい、既に国際的な取組みが始ま
っている。
　宇宙天気予報の応用の例とし
て、地球を周回する人工衛星に
対する安全対策がある。宇宙天気
の異常が予測された場合に、我が
国や外国で過去に実際に行われた
宇宙機の安全対策としては、①衛
星運用をセーフモードに移行する
（使わなくてよい機器の電源をオ
フにするなど）、②宇宙ステーシ
ョンに搭乗している宇宙飛行士を
　図表１　宇宙天気の概念
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安全な場所へ待避させる、③打上
げを一時見合わせる、④太陽電池
パドルの向きを変える、⑤通信や
観測ミッションを一時中断する、
などの例がある。宇宙天気予報の
精度向上や情報連絡体制の整備に
より、迅速かつ適切に衛星運用面
での対応がとれるようになること
が期待される。
２‐２
宇宙天気の観測
　太陽面で爆発が発生したとき、
高エネルギーの荷電粒子、放射
線や巨大なプラズマ雲が太陽面
から放出され、一部は地球に襲来
するが、地球自身が磁石となって
宇宙空間に向けて出している磁力
線（地磁気）や大気がそれらを遮
り、地球の生物を守っている。そ
の地球の周りの、地磁気の影響
が大きい宇宙空間は「宙空」と呼
ばれる。特に、大気が中性から電
離気体に変化する地球大気遷移領
域（高度 80km以上）から磁気プ
ラズマに満たされた磁気圏（高度
70,000kmまで）にいたる領域は、
地上での人間活動と密接に関係し
ている。
盧宇宙放射線環境の観測
　宙空領域では図表２に示すよう
にバンアレン帯と呼ばれる放射線
帯（外帯と内帯）があり、形成と
変動のメカニズムやその背景にあ
る磁気圏ダイナミクスならびに粒
子加速の物理などを総合的に理解
する必要がある。宇宙放射線は宇
宙機が故障する原因となるが、特
に太陽面爆発に伴う放射線異常に
より宇宙機に不具合が発生するこ
とが多い。機能を喪失した人工衛
星は宇宙デブリ（宇宙ゴミ）となる。
　宇宙放射線環境はこれまで各
国の衛星により計測されてきた。
1989 年に打ち上げられた欧州宇
宙機関（ESA）の静止天文衛星ヒ
ッパルコスは、静止トランスファ
ー軌道投入後、アポジモータの不
具合で静止軌道投入に失敗したた
め、予定外にバンアレン帯を高頻
度で通過することになり、その結
果宇宙放射線環境に関する豊富な
データをもたらした。我が国では
MDS‐１衛星が民生部品の耐放
射線性を調べるために最初から静
止トランスファー軌道投入を目指
して打ち上げられた。
　放射線環境の変動が衛星に与
える影響を把握するためには、
様々な軌道の衛星に放射線観測
装置を搭載する必要がある。その
ために、観測衛星の打上げ数の増
大とセンサの小型・軽量化により
他のミッションの衛星にも搭載で
きるようにすることは極めて有意
義である。
　今後重点的に研究すべきエネ
ルギー範囲は、電子は 0.01 ～
20MeV（メガ電子ボルト）、陽子
は 0.1 ～ 500MeVである。
盪電磁プラズマ環境の観測
　電磁プラズマ大気により地球の
中緯度には渦電流が、高緯度地方
では磁力線に沿った電流が３次元
的に流れている。この電流が変動
すると地上における地磁気が変動
し、高緯度地方ではオーロラが発
生する。従って、地磁気の変動を
地球規模で計測すれば、逆変換に
より 100km高度の電離層におけ
る電磁プラズマ環境の変動を等価
的に観測できることになる。
　九州大学では環太平洋地磁気ネッ
トワーク観測システム（MAGDAS）
を構築し、世界 54箇所の観測点
から取得されるデータを九州大
学に集めてリアルタイム解析を行
い、地球近傍の宙空領域における
３次元電流系のイメージングと大
気プラズマ環境のモニタリングを
行っている。
　各観測点では、磁場観測点ペ
アを設置し、傾斜法（gradient 
method）によりペアの中間地点
を通る磁力線に沿ってプラズマ密
度を測定している（図表３）。
蘯地磁気の観測
　地磁気は厳しい宇宙環境から地
球を守る役割を果たしている。地
磁気は日変化、月変化などの短期
的な変動だけでなく、永年変化と
して 70万年前に地球磁場が反転
したことや、数百年前の観測との
比較で地球の磁極が移動している
ことなどが判明している。21世紀
から始まる 1,000 年間は人間活動
が宇宙空間に拡がる一方、世界的
に地磁気の強度が小さくなってい
く。そのために、太陽からの宇宙
　図表２　宙空領域における放射線環境と宇宙機障害
情報通信研究機構提供
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放射線や荷電粒子流による生体の
被ばく、電波障害や人工衛星の宇
宙線被ばくによる故障、高緯度地
方での送電線のショートなどの懸
念がある。既に、ブラジルでは地
磁気の異常な減少が観測されてお
り、この地域への宇宙線の異常な
降り込みなど、地球環境や生物へ
の悪影響が出始めている。
２‐３
数値シミュレーションの動向
　コンピュータの高性能化や低価
格化に伴い、各種の物理モデルに
関して数値シミュレーションが行
われている。宇宙環境の分野では、
数値シミュレーションにより様々
な太陽風変動に対して電離圏まで
の複合系の電磁エネルギー輸送過
程や磁気圏‐電離圏結合系の動特
性を地球規模で解析し、統一的に
理解することができる。宇宙天気
を予測する磁気圏‐電離圏複合系
を研究する上で必須の道具となる
ものであり、より正確なプログラ
ム、数値モデルの開発を行わなけ
ればならない。
　磁気圏‐電離圏モデルは個々の
荷電粒子を流体に近似してシミュ
レーションを行うのに対し、個々
の粒子の運動を方程式で解く粒子
モデルも、近年の数値計算技術の
進展と計算機の能力向上により地
球規模でシミュレーションが行え
るようになり、磁気圏‐電離圏擾
乱、対流の変動、粒子効果などが
矛盾なく理解できるようになった
（図表４参照）。
２‐４
宇宙天気予報に向けた
世界的動向
盧宇宙天気の国際的な観測計画
　国際太陽地球系物理学委員会
（SCOSTEP）は、太陽からの宇宙
放射線や高エネルギー粒子による
悪影響を最小限に抑えるために、
宇宙環境変動の予報や人類の生活
環境への影響の研究などについて
国際的に対応することを関係各国
に要請している。
　SCOSTEPは、2004 年から国際
協同観測研究事業として「太陽‐
地球系の天気観測」（CAWSES）
を新たに設定した。米国、ロシア、
欧州、日本などが連携協力して宇
宙天気の観測と予測に取り組むべ
く準備中である。
　米国では全米科学財団（NSF）
の予算により、ボストン大学を中
心に 2004 年から５年間で宇宙天
気予報のシミュレーションシステ
ムが開発される予定である１）。
　また、宇宙機での不具合発生の
原因と考えられる太陽面爆発現象
に伴う放射線異常増加や地球を取
り巻く放射線帯の再形成と変動な
どの現象について、米国カリフォ
ルニア大学（UCLA）及び英国南
極調査局（BAS）から、ULF（超
低周波）波動による高エネルギー
粒子加速理論などが新たに提案さ
れている。
　図表３　MAGDASによる地磁気変動からの宙空電磁場観測
太陽風‐磁気圏ダイナモ
電離‐大気ダイナモ
（太陽UV、中性大気風）
静止軌道衛星
磁力線振動
オーロラ
等価Sq電流系
磁
気
緯
度
地方時
左）収集された磁場データから推定される電離圏（高度100km上空）に流れる等価電流パターン
中）推定されるグローバルな宙空３次元電流系（Richmond,1998）
右）磁力線振動から宙空プラズマ密度を推定                                                                                                                                  九州大学提供
　図表４　磁気圏‐電離圏グローバルシミュレーションの例
地球
磁力線
情報通信研究機構提供
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　我が国では、情報通信研究機構
（NICT）２）、宇宙航空研究開発機
構（JAXA）３）、気象庁地磁気観
測所４）、東京大学５）、名古屋大学６）、
京都大学７）、九州大学８）等の国内
の研究機関がそれぞれ得意とする
分野や領域の観測研究に責任をも
って役割分担し、かつ組織的に組
み合わせた観測研究ネットワーク
を構築することによって国際的貢
献を果たそうとしている。
盪我が国の主要な観測システム
　我が国では、1991 年から 2003
年にかけて、九州大学が中心とな
って極東ロシア、赤道域の発展途
上国等との国際的な協同研究事業
を行い、環太平洋地磁気ネットワ
ークシステム（図表５）を構築し
ている。
　このような地球規模のネットワ
ークにより、地球近傍の宙空領域
における３次元電流系のイメージ
ングなどが可能となるが、現状で
は空間分解能が十分ではない。今
後システム性能を向上するために
は、以下のような課題がある。
① ３次元電流系のイメージング及
び大気プラズマ環境のモニタリ
ングを行うのに十分な地球規模
での磁場観測点ペア及び電離層
レーダ観測網を整備し、取得デ
ータをリアルタイムで処理でき
るシステムを構築すること。
② 刻一刻と変動する宙空領域にお
ける３次元電流系を可視化し、
宙空領域における電磁環境を
リアルタイムに監視するととも
に、人工衛星ではカバーしきれ
ない近地球領域における高エネ
ルギープラズマ粒子分布のリモ
ートセンシングと宙空領域にお
ける電磁環境のイメージングシ
ステムを開発すること。
③  GPS 衛星の時刻信号を用いた
電離層プラズマ密度多点観測
との比較によって宙空領域と
電離層の相互作用をモニター
できるシステムを構築するこ
と。GPS 地上受信機は現在地
上の広範囲にわたって分布し
ているが、空白域もあり、観測
点を充実していく必要がある。
　世界各国が長年研究してきた
地球規模での電磁気観測の研究成
果、新たな複合系のシミュレーシ
ョン解析法の導入、継続的な観測
データの蓄積などが有機的に組み
合わせられることによって、「宇
宙天気」の研究が推進され、より
精度の高い「宇宙天気予報」がリ
アルタイムで得られるようになる
ことが期待される。
　図表５　環太平洋地磁気ネットワーク
九州大学提供
3．宇宙デブリ
３‐１
宇宙デブリとは
　宇宙デブリとは、人類が宇宙開
発活動を開始して以来、宇宙に放
出してきた多数の人工衛星やロケ
ット上段の残骸などの宇宙のゴミ
のことである。図表６に示すよう
に、宇宙デブリは地球の低軌道に
集中しており、中高度や静止軌道、
その外側まで広がっている。不測
の事態で運用が停止してしまった
り、ミッションを完遂して運用を
終了した低軌道（高度 1,000km以
下）の衛星は、宇宙ゴミとなって
も引き続き毎秒７キロメートル
程度の超高速で地球を周回してお
り、国際宇宙ステーションや作動
中の衛星と衝突すれば損傷や故障
の原因となり、船外活動中の宇宙
飛行士に対する障害の発生も懸念
されている。宇宙デブリは、高度
1,000km以上のものはほとんど落
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下してこない。それ以下の高度で
も 600kmを越えるものでは落下
まで 20年以上の長い期間がかか
り、その間、宇宙デブリ対策を念
頭に置かずに宇宙開発をこのまま
続ければ、宇宙にはこれらの宇宙
デブリが増え続けるだけになる。
宇宙デブリの観測、防御、除去、低
減対策などに関わる基礎研究の推
進が緊急の課題となってきている。
３‐２
宇宙デブリの危険性
　近年、地球周回軌道から回収さ
れた人工衛星や地球に帰還したス
ペース・シャトルの窓などの表面
を検査して多数の衝突痕が見つか
り、既存の地上観測システムでは
検知できないような多数の微小宇
宙デブリ（直径がミリメートル級
以下のデブリ）の存在が予想以上
に深刻であることが明らかになっ
た。これらの微小な宇宙デブリは
地球周回軌道にある人工衛星やロ
ケット上段の爆発などによって発
生したものであるが、微小とはい
え、毎秒７キロメートルという軌
道速度を考えると、その破壊力は
想像をはるかに絶する（例えば直
径１センチメートルの宇宙デブリ
が低高度で衝突すると、その衝撃
は乗用車が時速 60キロメートル
で衝突した衝撃と等価である）の
で、時には活動中の人工衛星に対
して、致命的な破壊をもたらす。
エネルギー的観点から直径 1mm
以上であれば船外の宇宙飛行士
に危険をもたらし、１cm以上な
ら、国際宇宙ステーション自体に
深刻なダメージを与える可能性
さえある。
　このように宇宙デブリは将来の
宇宙活動にとって大きな障害とな
るので、そのような危険を避ける
ことが重要なテーマとなってくる。
３‐３
宇宙デブリの観測
　低軌道の宇宙デブリのうち、直
径 10cm以上の大きさのものは大
型レーダなどを用いた地上観測
により軌道が把握され、データベ
ース化されている。宇宙デブリの
軌道は、軌道上で受けるさまざま
な外的な力（摂動力＝大気抵抗や
月・太陽の引力等）の影響で刻々
と変化するので、定常的に追跡を
行い、最新の軌道データにアップ
デートしている。直径数mm以
下くらいのかなり小さい宇宙デブ
リについては、低軌道から回収さ
れたLDEF（米）、EURECA（欧）、
SFU（日）などの人工衛星の表面
検査により、図表７に示すように
ほぼサイズ別分布が分かるように
なってきた。
　数mmから数 cmくらいの中間
のサイズの宇宙デブリや中・高軌
道の宇宙デブリの観測は未だ不十
分である。観測技術の向上により
中間サイズや中・高軌道のものま
でカタログ化が進むことが望まれ
ている。
　国際的な宇宙デブリ観測の動き
　図表７　宇宙デブリのフラックスモデル
流星物質（高度400km）
ＳＳＮカタログフラックス
（1997年5月、高度400km）
ヘイスタックレーダ（高度350～600km）
ヘイスタック補助レーダ（高度450～600km）
ＬＤＥＦ（高度300～400km）
ＳＭＭ衝撃
ＬＤＥＦ衝突痕
ハッブル宇宙望遠鏡（高度500km）
ＳＦＵ（高度480km）
ゴールドストーンレーダ（高度300～600km）
ＳＭＭ貫通穴
ＳＭＭ衝突痕
ＬＤＥＦ衝突痕
ＥＵＲＥＣＡ衝撃（高度500km）
直径（cm）
サイズ別の断面フラックス（個／平方ｍ／年）
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1.0E+4
1.0E+2
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1.0E-2
1.0E-4
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国連資料９）より
　図表６　微小な宇宙デブリの分布状況
低軌道
静止軌道
地球
九州大学提供
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として、1993年４月に設立された
国際機関間スペースデブリ調整委
員会（IADC）は、1999 年より静
止軌道近傍及び低軌道の宇宙デブ
リ観測キャンペーンの実施をメン
バー国に要請し、各国は光学望遠
鏡や地上レーダにより宇宙デブリ
の観測を行った。
盧宇宙デブリの光学観測
　光学観測は宇宙デブリが反射す
る太陽光を観測しており、ある程
度高い高度の宇宙デブリに適用さ
れる。光学望遠鏡の性質上、原理
的に夜間しか観測ができないが、
特に低高度の宇宙デブリの場合、
夜間には地球の陰に入ってしま
い、太陽光を全く反射しない時間
帯が大半であるため、観測可能時
間は夜明け前や日没時の数時間に
限定される。
　静止軌道近辺の宇宙デブリは春
分や秋分の時期に地球の陰になる
期間の一定時刻を除けば観測可能
である。米航空宇宙局（NASA）
が50cm以上の宇宙デブリの観測、
ESAでは 20cm以上の観測を行っ
ている。日本では美星スペースガ
ードセンター（岡山県小田郡美星
町）において、現在は50cm以上、
システムアップできれば 20cm以
上の観測を目標として努力が続け
られている。
　現在、世界の主要国で宇宙デ
ブリを観測している光学望遠鏡の
比較を図表８に示す。望遠鏡の視
野角は、数値が大きいほど視野が
広くなり、同時に観測できる天空
領域が広くなる。我が国の望遠鏡
は米国に比べて主鏡直径は小さい
が、視野角が非常に大きく、かつ
宇宙デブリ観測専用であることか
ら、外国の望遠鏡に比べてフルに
観測できる利点があり、極めて条
件の良い施設といえる。
　静止軌道あるいは中・高軌道（静
止トランスファ軌道など）から回
収された人工衛星はこれまでにな
く、地上での光学観測の重要性は
大きい。
　より小さな宇宙デブリの観測を
可能にする光学望遠鏡を開発し、
運用を行って、宇宙デブリの光学観
測を充実させることが必要である。
盪宇宙デブリのレーダ観測
　レーダによる観測は、地上から
発射した電波が宇宙デブリで反射
し、その反射波を地上で受信する
という原理から、光学観測に比較
して、探知性能に物理的な制約が
あり、およそ 1,000km前後の距離
が実用的な観測の限界である。
　NASAはアリューシャン列島
にある軍事用のコブラ・デーン
（Cobra Dane）システムを使っ
て、直径１cmに迫る感度で宇宙
デブリの実験的観測に着手してい
るが、実用的には前述のように直
径 10cm以上のデブリの観測が大
半を占めている。ただし、このシ
ステムは元来旧ソ連のミサイル発
射を監視するための施設であり、
北緯 52.7 度という高緯度にあるた
め、宇宙デブリの中でも軌道傾斜
角の小さいものは観測できない。
　ESAは応用自然科学研究協会
（FGAN）のレーダで直径２～３
mmまでのデブリが観測可能であ
るが、レーダの方式がパラボラ方
式であるため、広範囲の瞬間的な
電波サーチができないことから、
極めて限定した空間における能力
しかない。
　我が国では上齋原スペースガー
ドセンター（岡山県苫田郡上齋原
村）のレーダによるデブリの実験
観測が 2004 年４月より開始され
た（2004 年４月号トピックス参
照）。当該システムは、世界的に
待望されている直径 10cm以下の
低高度宇宙デブリを探知できるよ
うな能力を持つ実用システムを将
来開発するための技術的な知見を
得るために、常時実験観測を行っ
ている国内唯一の宇宙デブリ観測
専用レーダである。
　小口径の天体望遠鏡があれば
民間人でも参加できる光学観測と
異なり、大型施設を必要とするレ
ーダ観測は国家プロジェクトでな
いと実現できない。我が国はこれ
までレーダ観測に対して組織的な
取組みが十分でなかったが、上齋
原スペースガードセンターのレー
ダ観測システムの成果を踏まえ
て、我が国でもコブラ・デーンや
FGANに匹敵するシステムを低緯
度帯に建設し、米欧と同等以上の
宇宙デブリ観測を行うようになる
ことが望まれる。
蘯衛星によるデブリ観測
　衛星による宇宙デブリの観測は
まだ実現していないが、もし実現
すれば微小な宇宙デブリを観測す
る上で地上観測とは全く異なる効
果が期待できる。衛星による観測
方式としては、例えばPVDF、プ
ラズマ、イオンなどによる方式が
　図表８　世界の宇宙デブリ光学観測施設の比較
国名 運用機関 主鏡直径（ｍ） 視野角（度） 観測可能等級（等星）
アメリカ合衆国 NASA 3 0.3 21.5
日本 JAXA/JSF 1 3 19.5
スイス ベルン大学 1 0.5 19.5
ロシア RSA 1 0.2 19
フランス CNES 0.9 0.5 19
イギリス グリニッジ天文台 0.4 0.6 18
国連資料９）
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提案されているが、何れも微小デ
ブリの衝突数をカウントするだけ
である。
　人工衛星は搭載機器等に電力
を供給するために太陽電池を利用
しているが、要求電力を供給する
ために太陽電池パネルの面積は広
く、静止衛星などでは 100m2 を超
え、そのために微小デブリの衝突
が絶えない場所となっている。こ
のことを逆用して、太陽電池アレ
イを検査対象とするオンボードの
表面検査システム（カメラ）を開
発すれば、衛星によるデブリ観測
を行えることになる。
　衝突痕画像を取得する方式は
太陽電池の損傷状況を把握する
上でも重要なデータであり、実現
が望まれる。九州大学では、オン
ボード表面検査システムの概念設
計を行い、カメラと画像処理シス
テムを組み合わせたモデルを試作
した。衝突痕を発見するとそこに
カメラを向けてクローズアップし
望遠画像を撮影するという一連の
動作を自動で行うことに成功して
いる。
３‐４
宇宙デブリ防御対策
　宇宙デブリが万一衝突しても宇
宙機の運用を継続できるように、
宇宙デブリから防護する研究も
行われている。例えば、国際宇宙
ステーションで進行方向の最前部
に接続される日本実験モジュール
「きぼう」には、宇宙デブリ緩衝
用のバンパーを設け、直径１cm
以下の宇宙デブリであれば機体貫
通を防げるようにしている。
　また、バンパーで防御しきれな
い大きな宇宙デブリに対しては、
国際宇宙ステーションと宇宙デブ
リの軌道計算を常に行い、衝突を
回避するように高度を変更する等
の措置をとっている。
３‐５
宇宙デブリの低減と除去
　人類が安全に宇宙活動を永続さ
せるためには、宇宙デブリとの衝
突を回避する等の対処療法のみな
らず、根本的に宇宙デブリによる
宇宙の環境悪化を防がなければな
らない。そのためには、まず「宇
宙デブリを発生させない」という
原則を尊重し、宇宙デブリをほと
んど放出しない人工衛星、ロケッ
トを設計・開発することが重要で
ある。
　こういった観点では、我が国で
は、世界各国に率先して、ロケッ
ト上段や衛星に対するデブリ低減
対策を施しているところであり、
世界的にもデブリ発生低減に関す
る評価がかなり高い。
　こうした一例として、静止軌道
上で役目を終えた衛星に対して、
より高い軌道へ移動させることに
より、貴重な資源である静止軌道
に宇宙デブリを残さないようにし
ているような運用は、世界的にデ
ブリ問題が活発に論じられるよう
になった 90年代よりも 10年も早
い段階で、自発的に実施してきた
実績がある。
　先端的な研究としてはレーザに
より宇宙デブリの軌道を変えて大
気圏に再突入させるというような
アイディアもあるが、実現はかな
り先のことになると思われる。
4．地球近傍小惑星（Near Earth Asteroid：NEA）
　火星と木星の間に小惑星帯（ア
ステロイド・ベルト）がある。小
惑星は惑星になれなかった天体で
あるとか、あるいは惑星が破砕さ
れて多数の小惑星が生じたという
説がある。小惑星の最初の発見は
1801年１月１日のことである。そ
の後 19 世紀には 100 個あまりが
見つかった。多くの小惑星は火星
と木星の間の軌道で公転している
が、長楕円軌道をとり、地球軌道
と交差していて、地球と衝突する
恐れがある小惑星もあり、それら
は地球近傍小惑星（NEA）と呼ば
れる。NEAが最初に見つかった
のは 1898年のことである。
４‐１
NEA衝突による被害の例
　1908 年６月 30日の朝方、ロシ
ア極東部の僻地ツングースカに
直径 80m程度の小惑星が突入し、
地上数kmの所で大爆発を起こし
た。80km× 100km程度の範囲の
樹木がすべてなぎ倒され、爆発直
下には巨大な穴があけられた。も
し、この災害が東京のような人口
密集地で起れば、何百万人、千数
百万人が一挙に死亡していたであ
ろう。このような小惑星の衝突が
起こる確率は全地球上で約 1,000
年に１回である 10）。
　より巨大な小惑星の衝突確率は
はるかに低くなり、直径１kmの
もので、100 万年足らずに１回、
直径 10kmでは１億年に１回であ
る。これらの確率は図表９のよう
に地球軌道と交互している小惑星
の推定値から求められていて、か
なり正しい値を示している。
　1980 年、ノーベル賞学者のル
イーズ アルバレツらは、6,500 万
年前に恐竜が絶滅したのは直径
10kmの小惑星衝突が原因である
と発表した。その衝突により生じ
た直径 180kmにも及ぶクレータ
ーが発見されたのは 1991 年のこ
とである 11）。
　衝突による人類社会への影響
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は、人類絶滅から人類文明壊滅、
小さな国一国の壊滅まで多様であ
る。小惑星衝突の頻度は非常に低
いが、発生すれば巨大な災害をも
たらす問題であることに留意しな
ければならない。
４‐２
NEAの観測について
盧ＮＥＡ観測動向
　1960年代以降天文学者が新しい
観測装置を開発してから、その発
見は飛躍的に増え、発見小惑星の
数は 100 万個にせまり、NEAも
3,000 個に近づきつつある。
　このような観測を積極的に進め
ているのはアメリカである。我が
国でも特定非営利活動法人（NPO）
日本スペースガード協会 12）が未
発見の地球近傍小惑星の発見に努
力している 13，14）。後に述べるよう
に、NEAが地球に衝突すると判
った時の対策はかなり大がかりな
ものになるが、地球に衝突する恐
れのある危険な小惑星を発見し、
その追跡観測を行い、軌道を求め
なければ何事も始まらないことを
強調しておきたい。小惑星の飛行
軌道はニュートン力学で解ける範
囲にあり、衝突予測を十分早い段
階で出すことができる。
盪ＮＥＡ観測継続の必要性
　NEAをすべて発見し尽くさな
ければ、ある日突然未確認の小惑
星が衝突して巨大災害が起りうる
確率が残る。それを避けるために
はすべてのNEAを発見し尽くす
のに十分なNEA検出に特化した
望遠鏡を世界に数十台配置する必
要がある。
　さらに、せっかく発見しても見
失ってしまっては意味がなく、常
に最新の軌道状況を把握しておく
ために追跡観測用の望遠鏡が必要
である。現在のところ、この部分
はアマチュア天文家のボランティ
ア観測に頼っている部分が大きい。
　新しい小惑星の発見数が増えて
いるのに伴い、専門家で組織した
追跡観測を推進すべき時期が近づ
いている。
４‐３
NEA衝突を防ぐために
　万一、小惑星が地球に衝突する
ことが判れば、それによる災害を
防がなければならない。衝突で解
放されるエネルギーは、図表 10
に示すように広島型原子爆弾の
何万倍、何億倍にもなるので、そ
れによる災害を防ぐことはできな
い。地球には大気があるおかげで、
毎月１回くらいの頻度で地球大気
に突入してきている直径 10m程
度より小さなものは、超音速のま
ま地表まで落下することはないの
で、大きな災害にはつながってい
ない。直径数十m以上の大きな
小惑星に対しては衝突を避ける手
段が必要である 15）。
　先にも記したように小惑星の軌
道はニュートン力学で求められる
範囲にあるので、１度軌道が確定
すれば、何年先に衝突するかが示
される。仮に 30年先のことであ
　図表９　太陽系内（木星より内側）の小惑星の分布
地球軌道より内側まで達するものも多く見られる。左上は火星よ
り内側の拡大図で、地球軌道周辺に達する小惑星の軌道が示され
ている。
日本スペースガード協会提供
いろいろなサイズの天体の地球衝突での解放エネルギー
小惑星（m） 彗星（m） エネルギー（TNT火薬でメガトン）
10 6 0.024
Ⅰ　国規模の破壊
60 36 20
80 48 50
150 90 340
Ⅱ　全地球規模の破壊
500 300 13000
1,000 600 100,000
10,000 6,000 100,000,000
広島型原爆 0.02
核の冬 10000
　図表 10　衝突天体のエネルギー
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れば、その時点で小惑星の軌道運
動に対して１cm/s の速度変化を
正しい方向に加えることができれ
ば、30年後には地球の直径以上離
れた場所を通過させられる。ただ
し、正しい方向に押すためには、
NEAの質量分布、組成、形状（パ
ウダー状か塊状か）などの物理的
パラメータを明らかにしなければ
ならない。このためにも事前に宇
宙機による探査が必要である。こ
のような技術の開発は簡単ではな
いが、すでにアメリカや日本の探
査機が特定の小惑星に向かって接
近するという実験を行っており、
そのようなプロジェクトを飛躍
的に拡大すれば解決しうる問題で
ある。いずれにしてもその前にや
らねばならないことは、危険な小
惑星を発見し尽くし、突然衝突が
起る確率を零に近づけることであ
る 16）。
４‐４
今後必要となる観測網の整備
　我が国における組織的な観測と
しては日本スペースガード協会が
美星スペースガードセンターにお
いてNEAを観測しているのが唯
一の活動である。一方、アメリカ
では５つのチームがNASAの支
援を受けてNEA観測を推進し、
NASAの第一目標である直径１
km以上の千数百個（推定総数）
のうち 600個以上をすでに検出し
ている。
　我が国がこの面で十分に貢献す
るには、美星スペースガードセン
ターのような施設を増やしていく
必要がある。整備の順序としては
以下のような段階がある。
① 直径１km以上の巨大NEAの検
出をより効率的に行う美星スペ
ースガードセンターの直径１ｍ
の光学望遠鏡に匹敵するものを
早急に複数台建設し運用する。
② 既発見NEAの増加に伴い、軌
道が確認されたNEAを継続的
に追尾するための小型望遠鏡を
多数設置する。
③ できうれば、直径 100m以上の
NEA探査のために口径４m以
上の望遠鏡を建設する。
5．まとめ
５‐１
人類としての危機管理
　我々の身の回りには多くの潜在
的脅威がある。地震や水害などの
突発的な自然災害や、事故･テロ
などの人為的災害、食糧危機やエ
ネルギー危機など、生活基盤を脅
かす事態がある日突然我が身に降
りかかる可能性があることを認識
しておくことは危機管理の第一歩
である。
盧宇宙天気に関して
　宇宙開発及び利用の進展によ
り、GPS、通信放送、気象観測な
ど、宇宙利用による効用は国民生
活に深く溶け込んでいる。これら
のミッションを遂行する衛星は宇
宙から地上へそれぞれ意味のある
電波を送っており、もしそれらが
途絶えたときに地上の活動にどの
ような影響を及ぼすかを危機管理
の観点から考慮しておかなければ
ならない。宇宙天気の激変が宇宙
機の健全な運用を妨げる事例はい
くつも発生しており、宇宙天気予
報によって宇宙天気の変化を知ら
せ、宇宙機を運用する機関が事前
に所要の対策を施せるような活動
を継続・強化する必要がある。そ
のためには、本文中に述べたよう
な宇宙天気を観測する各種システ
ムの開発･整備が求められており、
国としてできるだけ支援を行うこ
とが望まれる。
盪宇宙デブリに関して
　今後打ち上げる宇宙機の健全性
を高める上で、宇宙デブリの低減
や除去などの対策を行っていく必
要があり、そのような活動は衛星
打上げ国の責務である。宇宙デブ
リの観測においても、我が国は国
際的な役割を担いうる技術や施設
を備えており、一層強化していく
必要がある。
蘯地球近傍小惑星に関して
　今後数年程度のうちに地球近傍
小惑星との衝突の危機に直面する
可能性は低いと思われるが、これ
まであまり考慮されてこなかった
小頻度大災害問題に対する危機管
理の観点から言えば、危険を把握
できる体制を整備しておくことが
是非必要である。
５‐２
地道な観測研究に対する
組織的な支援
　宇宙環境の変動が地上の人間活
動にどのように影響を及ぼすかは
これから本格的に解明されるとこ
ろであるが、現状では国内各研究
機関がそれぞれの得意な領域を分
担してボランティア的な努力も含
めて研究や運用が行われている状
況である。
　特に、国立大学法人などでは、
観測機器の開発や整備に多額の費
用を要するだけでなく、定常的な
観測の実施のためにもある程度の
費用や人員を割く必要がある。ボ
ランティア的な研究体制に頼って
いると、組織的に地道な研究を継
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　地球に生きるものにとって、宇
宙は決して縁遠い存在ではない。
宇宙は地球生命にとってかけがえ
のない環境であるとともに、時に
は牙を剥く存在でもあることを認
識する必要がある。そのような宇
宙の状況を観察し、変動を把握し
て地上での活動を安全・安心なも
のとするために、研究者の活動を
支援し、若い世代の関心を高める
ことの重要性を強調しておきたい。
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08）  九州大学宙空環境研究センター
のホームページ：
 http://www.serc.kyushu-u.ac.jp
09）  Technical Report on Space 
Debris　1999　国際連合宇宙空
間平和利用委員会
10）  朝日新聞、1999 年 11 月 24 日、
社説「天体の衝突　人類として
の危機管理」
11）  中央公論　1998 年 p.216 ～ 225　
「“小惑星　地球に衝突”という
恐怖」
12）  日本スペースガード協会ホーム
ページ：
 http://www.spaceguard.or.jp
13）  日本経済新聞、2000年６月４日、
「衝突の危機から地球を守る」
14）  読売新聞、2000年 12月 14日、「地
球ニアミス小惑星探せ」
15）  朝日新聞、2003年６月 18日、直
言「小惑星の衝突にも備えを」
16）  ニュートンプレス、1998年７月、
「小惑星衝突～最悪の被害をいか
に回避するか？」、日本スペース
ガード協会編
6．おわりに
続することが困難となる。学問的
関心とは別の動機を持つ人々によ
って、継続的な観測を支えること
が必要になる。
　地球を取り巻く宇宙環境の観
測・監視は国際的な協力の下で行
われているが、我が国が国際社会
の有力なメンバーとしての責務を
果たすには、第一線の研究者の努
力だけに頼るのではなく、運用体
制まで考慮した国の組織的な支援
が望まれる。
５‐３
我が国の水準
　宇宙天気、宇宙デブリ、地球近
傍小惑星に関して、米国は技術的
レベルにおいても施設設備の物量
においても世界各国をはるかに凌
駕する存在であるが、我が国は九
州大学の環太平洋地磁気ネットワ
ークや宇宙デブリの防御、低減対
策、美星スペースガードセンター
の広視野角大型望遠鏡の活用など
で世界でも一目置かれる存在であ
る。しかし、残念なことにその活
動を支える関係者の地道な努力が
その人たち以外にあまり知られて
いない。有識者やボランティアの
活動を支援することで、我が国は
宇宙環境観測・変動監視の分野で
の国際的な役割を一層高めること
ができる。
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《用語のフルスペル・解説》
BAS British Antartic Survey　「英国南極調査所」
CAWSES Climate and Weather of the Sun-Earth System　「太陽－地球系の天気観測」
CME Coronal Mass Ejection　「コロナ質量放出」
CNES Center National d’Etudes Spatiales　「フランス国立宇宙研究センター」
ESA European Space Agency　「欧州宇宙機関」
EURECA European Retrievable Career　「ユーレカ（欧州回収型無人フリーフライヤー）」
FGAN  Forschungsgesellshaft fur Angewandte Naturwissenschaften　「応用自然科学研究協会」
（ドイツ）
GPS Global Positioning System　「全球測位システム」
IADC  Inter- Agency space Debris Coordination committee　「国際機関間スペースデブリ調整委
員会」
JAXA Japan Aerospace eXprolation Agency　「独立行政法人宇宙航空研究開発機構」
JSF Japan Space Forum　「財団法人日本宇宙フォーラム」
LDEF Long Duration Exposure Facility　「エルデフ（長期曝露装置）」
MAGDAS MAGnetic Data Acquisition System　「環太平洋地磁気ネットワーク観測システム」
MDS- 1 Mission Demonstration test Satellite - 1　「民生部品・コンポーネント実証衛星」
NASA National Aeronautics and Space Administration　「米国航空宇宙局」
NEA Near Earth Asteroids　「地球近傍小惑星」
NICT  National Institute of Information and Communications Technology　「独立行政法人情報通
信研究機構」
NOAA National Oceanic and Atmospheric Administration　「海洋大気庁」（米国）
NPO NonProfit Organization　「特定非営利活動法人」
NSF National Science Foundation　「全米科学財団」
PVDF Polyvinylidene Fluoride　「ポリフッ化ビニリデン（圧電性があるプラスチック）」
RSA Russian Space Agency　「ロシア宇宙庁」
SCOSTEP The Scientific Committee On Solar-TErrestrial Physics　「国際太陽地球系物理学委員会」
SEES Space Environments Effects System　「宇宙環境データベース」
SFU Space Free Flyer Unit　「宇宙実験・観測フリーフライヤー」
SMM Shuttle Mir Mission　「シャトル・ミールミッション」
Sq geomagnetic Solar Quiet daily variation field　「地磁気静穏日日変化場」
SSN Space Surveillance Network　「宇宙監視ネットワーク」
TNT TriNitroToluene　「トリニトロトルエン」
UCLA University of California, Los Angels　「カルフォルニア大学ロサンゼルス校」
ULF Ultra Low Frequency　「超低周波（1mHz～ 1Hz）」
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科学技術動向研究センターとは
　平成 13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政策立
案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術分野の動
向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに「科学技術動向研究センター」
を設立いたしました。本センターでは、第 2期「科学技術基本計画」に示されたライフサイエ
ンス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研
究に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資する
資料として提供いたします。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・材料分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1
「科学技術専門家ネットワーク」
による科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専
門調査員」に委嘱して（2003 年
度実績約 2,500 人）、インターネッ
トを利用して科学技術動向に関す
る幅広い情報を収集・分析する体
制「科学技術専門家ネットワーク」
を運営しています。このネットワ
ークを通じ、専門調査員より国内
外の学術会合、学術雑誌などで発
表される研究成果、注目すべき動
向や今後の科学技術の方向性等に
関する意見等を広く収集いたします。
　これらの情報に、センターが独
自に行う調査・研究の結果を加え、
毎月1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科
学省を始めとした科学技術関係機
関等に配布いたします。なお、この
資料は http://www.nistep.go.jp
において公開します。
2
重要科学技術分野・領域の
動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重
点事項、具体的な研究開発課題等
を明確にすることを目的とし、重
要な科学技術分野・領域に関する
キーテクノロジー等を調査・分析
します。
　さらに、重要な科学技術分野・
領域ごとの科学技術水準を欧米先
進国と比較し、わが国の科学技術
がどのような位置にあるのかにつ
いての調査・分析も行います。
3
技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期
的将来動向を総合的に把握するた
め、デルファイ法による技術予測
調査をほぼ 5年ごとに実施してい
ます。2003年度より２年間にわた
り「科学技術の中長期的発展に係
る俯瞰的予測調査」を現在実施中
です。
科学技術動向研究センターのご紹介
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
連絡先：〒 100－ 0005 東京都千代田区丸の内 2－5－ 1
電話 03－ 3581－ 0605　FAX 03－ 3503－ 3996
URL http://www.nistep.go.jp
Email stfc@nistep.go.jp
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